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1. 評価方法

取水口は，非常用取水設備であり，通水機能が要求される。

取水口については，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している機能維持の設

計方針に基づき，取水口が基準地震動Ｓｓに対して十分な構造強度を有していることを

確認する。 

取水口に要求される機能の維持を確認するにあたっては，地震応答解析及び応力解析

に基づく構造部材の健全性評価及び基礎地盤の支持性能評価により行う。 

2. 評価条件

2.1 適用規格 

取水口の耐震評価にあたり，荷重の組み合わせ及び地震応答評価については「コン

クリート標準示方書［構造性能照査編］（土木学会 2002 年制定）」（以下「コンク

リート標準示方書 2002」という。），「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４

６０１-1987（社団法人 日本電気協会 電気技術基準調査委員会）」（以下「ＪＥＡ

Ｇ４６０１-1987」という。）を適用するが，取水口の使用材料，材料定数及び許容限

界については，「鋼構造設計規準－許容応力度法－ 2005 年，(社)日本建築学会」を

適用する。また，基礎地盤の支持性能の許容限界については，「道路橋示方書・同解

説（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）（日本道路協会 平成 14 年 3 月）」を適用する。 

表 2－1 に適用する規格，基準類を示す。 
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表 2－1 適用する規格，基準類 

項目 適用する規格，基準類 備考 

使用材料及び材

料定数 

鋼構造設計規準－許容応力度

法－ 2005 年，(社)日本建築

学会 

鋼材の材料諸元 

（単位体積重量，ヤング係数，ポア

ソン比）

原子力発電所耐震設計技術指

針ＪＥＡＧ４６０１－1987

（社団法人 日本電気協会 

電気技術基準調査委員会） 

鋼材の減衰定数 

荷重及び荷重の

組合せ 

コンクリ－ト標準示方書[構

造性能照査編] （土木学会

2002 年制定） 

永久荷重，偶発荷重等の適切な組合

せを検討 

許容限界 

鋼構造設計規準－許容応力度

法－（日本建築学会，2005 年

改定） 

鋼材の短期許容応力度を許容限界と

して設定 

道路橋示方書・同解説（Ⅰ共

通編・Ⅳ下部構造編）（日本

道路協会 平成 14 年 3 月） 

基礎地盤の支持性能に対する照査

は，基礎に発生する応力が極限支持

力を下回ることを確認 

地震応答解析 

原子力発電所耐震設計技術指

針ＪＥＡＧ４６０１-1987

（社団法人 日本電気協会 

電気技術基準調査委員会） 

有限要素法による二次元モデルを用

いた時刻歴非線形解析 
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2.2 構造概要 

取水口の位置図を図 2－1 に，平面図を図 2－2 及び図 2－3 に，断面図を 

図 2－4～図 2－6 に，地質断面図を図 2－7 に示す。また，取水口の鳥瞰図を図 2－8

に示す。 

取水口は，海中に埋設されたφ18.6ｍの円筒状構造物であり，取水口にて取水した

海水は，取水管を介して取水槽に導水される。取水口基部はアンカーコンクリートで

巻立られており，その外側には岩盤が分布している。また，取水口は，十分な支持性

能を有するＣＬ～ＣＭ級岩盤に直接支持される。なお，地質断面図における海底堆積

物・風化岩については，「補足-023-01 地盤の支持性能について」において風化岩で

あることを確認しており，解析上は保守的に１層として扱う。 

取水口は２基で構成され，各取水口の仕様は接続管の設置方向を除いて同様であ

る。図 2－6 に示すように取水口の接続管と取水管が接合される構造となっており，接

合箇所の取水管側には可撓管が配置され縁が切れているため，耐震評価において取水

管と取水口は干渉しない。 

図 2－1 取水口 位置図 
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図 2－2 取水口 平面図 

図 2－3 取水口 平面図（詳細図） 

N 取水口Ⅰ 

取水口Ⅱ Ｃ 

Ｂ ’ 

Ａ 

Ａ ’ 

Ｃ ’ 

Ｂ 
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図 2－4 取水口 断面図（Ａ－Ａ ’断面） 

図 2－5 取水口 断面図（Ｂ－Ｂ ’断面） 

単位：(mm) 

単位：(mm) 
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図 2－6 取水管 取水口接続箇所断面図 
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（岩級図） 

図 2－7(1) 取水口 地質断面図（Ａ－Ａ ’断面） 

（岩級図） 

図 2－7(2) 取水口 地質断面図（Ｂ－Ｂ ’断面及びＣ－Ｃ ’断面） 

Ａ Ａ ’ 



8 

 

（取水口上方から望む） 

（取水口下方から望む） 

注：以下，アッパーデッキはＵデッキ ロアーデッキはＬデッキと記載する。 

図 2－8 取水口 鳥瞰図 

アッパーデッキ
クロスビーム

アッパーデッキ
デッキプレート

アンカーフレーム
接続管位置桁

アンカーフレーム
主桁  

アッパーデッキ
ビーム交差部

砂止め 

ロアーデッキ～鉛
直管主桁

アッパーデッキ
主桁

アッパーデッキ
斜材交差部

メインスクリーン

補助スクリーン 

ロアーデッキ
デッキプレート

ロアーデッキ
デッキ外縁材

鉛直管 

接続管 

接続管スティフナー 

アンカーフレーム
クロスビーム

ロアーデッキ
クロスビーム

サイドポール

▽EL-9.0m

▽EL-12.5m

▽EL-22.0m

▽EL-9.0m

▽EL-12.5m

▽EL-22.0m

スクリーン
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2.3 評価対象断面の方向 

取水口は円筒状構造物であり，強軸及び弱軸が明確ではないことから，３次元構造

解析モデルを用いた耐震評価を行う。したがって，３次元構造解析モデルに作用させ

る荷重を適切に考慮することが可能な断面を，構造物中央を通る断面及びその直交方

向断面の特徴を踏まえて選定する。 

2.4 評価対象断面の選定 

取水口２基は構造的な差異はないため，周囲の地質状況を踏まえ，代表地点を選定

する。図 2－7 によると，取水口周囲の岩盤状況は取水口ⅠではＣＬ級岩盤が分布し，

取水口ⅠとⅡの中心付近ではＣＬ級岩盤が厚くなり，取水口ⅡではＣＬ～ＣＭ級岩盤が

分布している。そのため，取水口の代表地点としては取水口Ⅰ及び取水口Ⅱの中心付

近を選定する。選定断面平面図を図 2－9 に示す。 

図 2－9 取水口選定断面平面図 

N 取水口Ⅰ 

取水口Ⅱ 

代表地点 
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2.5 使用材料及び材料の物性値 

構造物の使用材料を表 2－2 に，材料の物性値を表 2－3 に示す。 

表 2－2 構造物の使用材料 

部 位 名 称 断面形状 材 料 

Ｕデッキ 

デッキプレート PL-16 

SS400 

主桁 BCT-250×100×12×19 

クロスビーム

FB-100×12 

FB-140×16 

FB-160×16 

BCT-250×100×12×19 

Ｕデッキ 

～ 

Ｌデッキ 

ストラット φ457.2×t12 

斜材 φ216.3×t8 

メインスクリーン H-294×200×8×12

補助スクリーン CT-200×200×8×12 

スクリーン FB-200×16 

Ｌデッキ 

デッキプレート PL-16 

デッキ外縁材 FB-257×9 

クロスビーム

FB-140×16 

FB-180×16 

L-200×90×9×14

L-250×90×10×15

砂止め 
FB-1,000×12 

FB-1,213.8×12 

Ｌデッキ主桁 
鉛直管主桁 

BCT-(250～500)×150×12×19 

BCT-(500～725)×(150～350)×12×(19

～25) 

BCT-725×350×19×25 

BCT-1,325×350×19×25 

サイドポール φ457.2×t12 

鉛直管 

鉛直管口 PL-16 

鉛直管 PL-25 

鉛直管底 PL-25 

接続管 

接続管 PL-23 

スティフナー
BCT-350×500×16×19 

BCT-(350～1223)×500×16×19 

アンカー

フレーム

底板 PL-12 

主桁 H-400×400×13×21

接続管位置桁 H-400×400×13×21

クロスビーム
H-200×200×8×12

H-400×200×8×13

斜材 H-400×200×8×13
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表 2－3 材料の物性値 

材料 
ヤング係数

(N/mm2)

単位体積重量 

(kN/m3) 
ポアソン比 

鋼材（取水口） 2.00×105 77.0 0.3 

コンクリート

（下部アンカーコンクリート） 

設計基準強度：20.6N/mm2 

2.33×104 23.0 0.2 
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2.6 地盤物性値 

地盤については，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」にて設定している物

性値を用いる。地盤の物性値を表 2－4 に示す。 

表 2－4 解析用物性値（地盤） 

注記＊：入力地震動の算定においてのみ用いる解析用物性値 

層番号 
Ｓ波速度 

Ｖｓ（m/s） 

Ｐ波速度 

Ｖｐ(m/s) 

単位体積重量 

γ（kN/m3） 

ポアソン比 

ν 

動せん断弾性係数 

Ｇｄ（×105kN/m2） 

減衰定数 

ｈ（％） 

□1 層 250 800 20.6 0.446 1.31  3 

□2 層 900 2100 23.0 0.388 19.0   3 

□3 層 1600 3600 24.5 0.377 64.0   3 

□4 層＊ 1950 4000 24.5 0.344 95.1   3 

□5 層＊ 2000 4050 26.0 0.339 105.9   3 

□6 層＊ 2350 4950 27.9 0.355 157.9   3 
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2.7 評価構造物諸元 

取水口の応力解析は，鋼板部材及び通水機能を有する鉛直管を含めた鋼管等を評価

対象部位とする。部材の中で，構造強度に寄与しない部材である，スクリーンについ

ては評価対象外とする。また，取水口基部に位置するアンカーコンクリート内部（EL-

18.0m～EL-22.0m）の鋼材については発生する応力が小さくなることから評価対象外と

する。 

一方，アンカーコンクリート内部の材料のうち鉛直管，接続管，鉛直管主桁及び接

続管スティフナー，アンカーフレーム部材については，主要部材又は主要部材周辺の

部材であることから，念のため評価対象とする。 

評価対象とする部材と評価対象外とする部材の位置及び使用材料について図 2－10

及び表 2－5 に示す。 

また，アンカーコンクリートは，取水口を海底に固定する役割を持っており，取水

口の耐震性についてはアンカーコンクリートが健全であることを前提としているた

め，アンカーコンクリートについては評価対象とする。 

ここで，取水口の評価対象部材図を図 2－11～図 2－16 に示す。評価対象箇所の部材

の詳細並びに断面形状等の諸元を表 2－6～表 2－11 に示す。 
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（取水口上方から望む） 

（取水口下方から望む） 

注：赤枠は評価対象部材，黒枠は評価対象外部材，黒点線枠は一部評価対象部材 

注記*1：構造強度に寄与しない部材であるため評価対象外 

*2：アンカーコンクリート内部に位置する部分は評価対象外

*3：アンカーコンクリート最下端に位置しており，内側に位置する部分については評価対象外

*4：アンカーコンクリート内部に位置するため評価対象外

図 2－10 取水口 評価対象部材等鳥瞰図 

Ｕデッキ 
クロスビーム

Ｕデッキ 
デッキプレート 

アンカーフレーム
接続管位置桁アンカーフレーム

クロスビーム＊3

Ｕデッキ 
ビーム交差部 

砂止め 

L デッキ～鉛直管
主桁  

Ｕデッキ 
主桁  

Ｕデッキ 
斜材交差部  

メインスクリーン

補助スクリーン 

Ｌデッキ 
デッキプレート 

Ｌデッキ 
デッキ外縁材  

鉛直管 

接続管 

接続管スティフナー 

アンカーフレーム
主桁  

L デッキ 
クロスビーム

サイドポール＊2

▽EL-9.0m

▽EL-12.5m

▽EL-22.0m

▽EL-9.0m

▽EL-12.5m

▽EL-22.0m

スクリーン＊1

斜材 ＊4 

▽EL-18.0m

アンカーコンクリート範囲

アンカーコンクリート範囲

▽EL-18.0m
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表 2－5 評価対象部材等の使用材料一覧 

部 位 名 称 断面形状 材 料 

Ｕデッキ 

デッキプレート PL-16 

SS400 

主桁 BCT-250×100×12×19 

クロスビーム

FB-100×12 

FB-140×16 

FB-160×16 

BCT-250×100×12×19 

Ｕデッキ 

～ 

Ｌデッキ 

ストラット φ457.2×t12 

斜材 φ216.3×t8 

メインスクリーン H-294×200×8×12

補助スクリーン CT-200×200×8×12 

スクリーン FB-200×16*1 

Ｌデッキ 

デッキプレート PL-16 

デッキ外縁材 FB-257×9 

クロスビーム

FB-140×16 

FB-180×16 

L-200×90×9×14

L-250×90×10×15

砂止め 
FB-1,000×12 

FB-1,213.8×12 

Ｌデッキ主桁 
鉛直管主桁 

BCT-(250～500)×150×12×19 

BCT-(500～725)×(150～350)×12×(19

～25) 

BCT-725×350×19×25 

BCT-1,325×350×19×25 

サイドポール φ457.2×t12*2 

鉛直管 

鉛直管口 PL-16 

鉛直管 PL-25 

鉛直管底 PL-25 

接続管 

接続管 PL-23 

スティフナー
BCT-350×500×16×19 

BCT-(350～1223)×500×16×19 

アンカー

フレーム

底板 PL-12 

主桁 H-400×400×13×21

接続管位置桁 H-400×400×13×21

クロスビーム
H-200×200×8×12*3

H-400×200×8×13

斜材 H-400×200×8×13*4

注：赤字は評価対象部材 

注記*1：構造強度に寄与しない部材であるため評価対象外 

*2：アンカーコンクリート内部に位置する部分は評価対象外

*3：アンカーコンクリート最下端に位置しており，内側に位置する部分については評価対象外

*4：アンカーコンクリート内部に位置するため評価対象外
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図 2－11 Ｕデッキ部応力照査箇所 

1．Ｕデッキ EL -9.0m

U デッキ  

デッキプレート（青） 
▽EL-9.0m

▽EL-22.0m

▽EL-22.0m▽EL-22.0m

▽EL-9.0m
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表 2－6 部材断面特性（Ｕデッキ） 

 １． Uデッキ　　EL. -9.000m

部材名称 長さ,大きさ 個数 部材詳細 断面形状
単位：mm 照査時腐食代考慮

Uデッキ デッキプレート φ17000 1 PL-16

Uデッキ 主桁-(1) L8085  (1) 8 BCT-250×100×12×19
Uデッキ 主桁-(2) L552  (2) 8

Uデッキ クロスビーム-(1) L845  (1) 8 FB-100×12
Uデッキ クロスビーム-(2) L1839  (2) 8
Uデッキ クロスビーム-(3) L2833  (3) 8

Uデッキ クロスビーム-(4) L3827 8 FB-140×16

Uデッキ クロスビーム-(5) L4821 8 FB-160×16

Uデッキ クロスビーム-(6) L5799 8 BCT-250×100×12×19

( )内は製作板厚

233
(231)

17 (19)

100
(100)

10 
(12)

101
(100)

Dk. PL-14 (16)

10 
(12)

Dk. PL-14 (16)

141
(140)14 

(16)
Dk. PL-14 (16)

161
(160)

14 
(16) Dk. PL-14 (16)

17 (19)

233
(231)

100
(100)

10(12
)

Dk. PL-14 (16)

14 
(16)

1．Ｕデッキ EL -9.0m 
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図 2－12 Ｕデッキ～Ｌデッキ部応力照査箇所 

表 2－7 部材断面特性（Ｕデッキ～Ｌデッキ） 

2．Ｕデッキ～Ｌデッキ EL -9.0m～EL -12.5m 

2．Ｕデッキ～Ｌデッキ EL -9.0m～EL -12.5m 

部材名称 長さ,大きさ 個数 部材詳細 断面形状
単位：mm 照査時腐食代考慮

ストラット L3234 8 φ457.2×12

斜材 L4927 8 φ216.3×8

メインスクリーン L3000 8 H-294×200×8×12

補助スクリーン L3000 8 CT-200×200×8×12

( )内は製作板厚

455.2 (457.2)

11 (12)

214.3 (216.3)

7 (8)

272
(270)

10 (12)
200 (200)

6 (8)

10 (12)
200 (200)

189
(188)

10 (12)

6 (8)

200 (200)

▽EL-9.0m

▽EL-12.5m

▽EL-22.0m

スクリーンはモデル化せず

重量をＵデッキ及びＬデッキの

接続部に 1/2 ずつ作用させる。
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図 2－13 Ｌデッキ部応力照査箇所 

表 2－8 部材断面特性（Ｌデッキ） 

3．Ｌデッキ EL -12.5m 

 

部材名称 長さ,大きさ 個数 部材詳細 断面形状
単位：mm 照査時腐食代考慮

Lデッキ デッキプレート φ18600 外径 1 PL-16

φ9000 内径
Lデッキ デッキ外縁材 φ18600 周径 1 FB-257×9

Lデッキ クロスビーム-(1) L3827 8 FB-140×16

Lデッキ クロスビーム-(2) L4971 8 FL-180×16

Lデッキ クロスビーム-(3) L6048 8 L-200×90×9×14

Lデッキ クロスビーム-(4) L6876 8 L-250×90×10×15

砂止め φ11400 外周径 1 FB-1000×12
φ10000 内周径 FB-1213.8×12

( )内は製作板厚

Dk. PL
14 (16)

258
(257)

7 (9)

Dk. PL-14 (16)

141
(140)14 

(16)

Dk. PL-14 (16)

181
(180)14 

(16)

Dk. PL-14 (16)

200
(200)

7 (9)

90 (90)

12 (14)

Dk. PL-14 (16)

250
(250)

8 (10)

90 (90)

13 (15)

Dk. PL-14 (16)

1001 
(1000)

10 (12)

1214.8
(1213.8)

10(12)

14 
(16)

3．Ｌデッキ EL -12.5m 

▽EL-12.5m
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図 2－14 Ｌデッキ～アンカーコンクリート部応力照査箇所 

4. Lデッキ主桁（Lデッキ～アンカー間） EL.-12.500～EL.-22.000

Lデッキ～鉛直管主桁

（赤）
【上(1)～下(6)】

サイドポール

（緑）

サイドポール（一般部）（水色）

サイドポール（接続管部）

（オレンジ）

アンカーコンクリート内部のサイドポールは評価対象外

▽EL -12.500

▽EL -22.000

(単位：m)

Lデッキ～鉛直管主桁詳細

(1)

(2),(3)

(4)

(5)

(6)

4．Ｌデッキ鉛直管主桁（Ｌデッキ～アンカーフレーム間） EL -12.5m～EL 22.0m 

▽EL-12.5m 

▽EL-22.0m 
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表 2－9 部材断面特性（Ｌデッキ鉛直管主桁） 

4．Ｌデッキ鉛直管主桁（Ｌデッキ～アンカーフレーム間） EL -12.5m～EL 22.0m 

部材名称 長さ,大きさ 個数 部材詳細 断面形状
単位：mm 照査時腐食代考慮

Lデッキ～鉛直管主桁-(1) L3991 8 BCT-(250～500)×150
×12×19

Lデッキ～鉛直管主桁-(2)(3) L1050 8 BCT-(500～725)×(150～
350)×12×(19～25)

Lデッキ～鉛直管主桁-(4) L2434 7 BCT-725×350×19×25
L1761 1

Lデッキ～鉛直管主桁-(5) L2000 7 BCT-(725～1325)×350
×19×25

Lデッキ～鉛直管主桁-(6) L3600 7 BCT-1325×350×19×25

サイドポール-(一般部） L9072 7 φ457.2×12
サイドポール-(接続管部) L2811 1

( )内は製作板厚

233 ～ 483
(231 ～ 481)

17 (19)
150

(150)

10 
(12)

Dk. PL-14(16)

483 ～ 702
(481 ～ 700)

17～23 (19～25)

150 ～350
(150 ～ 350)

Dk. PL-14 (16)

702 
(700)

23 (25)350
(350)

17(19)

鉛直管PL-23 (25)

10 
(12)

23 (25)
350

(350)

17 
(19)

702 ～ 1302
(700 ～ 1300)

鉛直管PL-23 (25)

鉛直管PL-23 (25)

23 (25)
350

(350)

17 
(19)

1302
(1300)

455.2 (457.2)

11 
(12)
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図 2－15 鉛直管及び接続管部応力照査箇所 

5．鉛直管及び接続管（Ｌデッキ～アンカーフレーム間） EL -12.5m～EL -22.0m 

▽EL-12.5m

▽EL-22.0m
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表 2－10 部材断面特性（鉛直管）  

5．鉛直管及び接続管（Ｌデッキ～アンカーフレーム間） EL -12.5m～EL -22.0m 

部材名称 長さ,大きさ 個数 部材詳細 断面形状
単位：mm 照査時腐食代考慮

鉛直管口 φ8000 内径 1 PL-16

<鉛直管(1)> ～9000

L500

鉛直管 φ8000 内径 1 PL-25

<鉛直管(2)> L8100

鉛直管底 φ7000 内径 1 PL-25

<鉛直管(3)> ～8000

L500

接続管 1 PL-23

L10975
接続管 スティフナ－ 2 BCT-350×500×16×19

L3750 下部 4 BCT-(350～1223)×500
×16×19

( )内は製作板厚

17 (19)
500

(500)

14 
(16)

333 ～ 1206
(331 ～ 1204)

接続管PL-21 (23)

14 
(16)

23 
(25)

23 
(25)

21 
(23)

8002～9002 
(8000～9000)

8002(8000)

7002～8002 
(7000～8000)
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図 2－16 アンカーフレーム部応力照査箇所 

6．アンカーフレーム EL -22.0m 

▽EL-22.0m
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表 2－11 部材断面特性（アンカーフレーム） 

6．アンカーフレーム EL -22.0m 

部材名称 長さ,大きさ 個数 部材詳細 断面形状
単位：mm 腐食代考慮

アンカーフレーム 底板 φ7200 1 PL-12

アンカーフレーム　主桁 L18600 3 H-400×400×13×21
L21600 1

アンカーフレーム 接続管位置桁 L5850 2 H-400×400×13×21
L5000 3

アンカーフレーム クロスビーム(1) L6379 6 H-400×200×8×13
アンカーフレーム クロスビーム(2) L3637 2
アンカーフレーム クロスビーム(3) L7042 6
アンカーフレーム クロスビーム(4) L4336 2

( )内は製作板厚

360
(358)

19 (21)
400 (400)

11 (13)

19 (21)
400 (400)

360
(358)

19 (21)
400 (400)

11 (13)

19 (21)
400 (400)
200 

376
(374)

11 (13)
200 (200)

6 (8)

11 (13)
200 (200)

10 
(12)
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2.8 耐震評価フロー 

取水口の地震応答解析及び耐震評価フローを図 2－17 に示す。取水口の耐震評価

は，３次元有限要素法を用いた応力解析を行い照査する。その際入力する応力につい

ては，２次元地震応答解析の地震応答値を用いる。また，基礎地盤の支持性能照査に

ついては２次元地震応答解析の結果より照査を行う。 

図 2－17 取水口 地震応答解析及び耐震評価フロー 

許容限界の設定 
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3. 地震応答解析

3.1 地震応答解析手法 

地震応答解析は，構造物と地盤の相互作用を考慮できる２次元有限要素法解析を用

いて，基準地震動Ｓｓに基づき設定した水平地震動と鉛直地震動の同時加振による逐

次時間積分の時刻歴応答解析により行う。 

解析手法については，図 3－1 に示す解析手法の選定フローに基づき選定する。 

取水口は，海中に埋設される構造物であるが，岩盤上に設置された構造物であり，

施設周辺に液状化対象層が存在しないため解析手法の選定フローに基づき「②全応力

解析」を選定する。 

構造部材については，多質点系曲げせん断棒モデルとしてモデル化する。 

また，岩盤については，線形の平面ひずみ要素でモデル化する。 

地震応答解析については，解析コ－ド「ＴＤＡＰⅢ」を使用する。なお，解析コ－

ドの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コ－

ド）の概要」に示す。 
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図 3－1 解析手法の選定フロー 

土木構造物の代表断面 

 

 施設周辺に設計地下水位以深の液状化対象層が存在する 

施設周辺の設計地下水位が底版より高い 

液状化検討対象施設 

 地表面が傾斜している等，液状化による側方流動 

の影響を受ける可能性がある 

YES 

YES 

YES（③） 

有効応力解析 

NO（②） 

全応力解析 

NO（①） 

全応力解析 

NO 

南北断面 

東西断面 

有効応力解析 

YES（⑤） 

NO（④） 設計地下水位以深の液状化対象層が施設と 

接する又は施設側方に広範囲に分布する 
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3.2 地震応答解析モデルの設定 

3.2.1 解析モデル領域 

地震応答解析モデルのモデル化領域を図 3－2 に示す。 

地震応答解析モデルは，境界条件の影響が地盤及び構造物の応力状態に影響を及

ぼさないよう十分広い領域とする。具体的には，「ＪＥＡＧ４６０１－1987」を参

考に，モデル幅を構造物基礎幅の 5 倍以上，モデル高さを構造物基礎幅の 1.5 倍～

2 倍確保している。 

地盤の要素分割については，波動をなめらかに表現するために，対象とする波長

の 5 分の 1 程度を考慮し，要素高さを 1ｍ程度まで細分割して設定する。 

構造物の要素分割については，「土木学会マニュアル」に従い，要素長さを部材

の断面厚さ又は有効高さの 2.0 倍以下とし，1.0 倍程度まで細分して設定する。 

図 3－2 モデル化範囲の考え方 

評価対象構造物 

基礎幅の 1.5～2 倍以上 
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3.2.2 境界条件 

(1) 固有値解析時

固有値解析を実施する際の境界条件は，境界が構造物を含めた周辺地盤の振動

特性に影響を与えないよう設定する。ここで，底面境界は地盤のせん断方向の卓

越変形モードを把握するために固定とし，側方境界はフリーとする。 

境界条件の概念図を図 3－3 に示す。 

図 3－3 固有値解析における境界条件の概念図 

評価対象構造物基礎 

幅Ｂの 1.5～2 倍以上 
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(2) 常時応力解析時 

常時応力解析は，地盤や構造物の自重等の静的な荷重を載荷することによる常

時応力を算定するために行う。そこで，常時応力解析時の境界条件は底面固定と

し，側方は自重等による地盤の鉛直方向の変形を拘束しないよう鉛直ローラーと

する。境界条件の概念図を図 3－4 に示す。 

 

 

図 3－4 常時応力解析における境界条件の概念図 

  

評価対象構造物基礎 

幅Ｂの 1.5～2 倍以上 
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(3) 地震応答解析時

地震応答解析時の境界条件については，有限要素解析における半無限地盤を模

擬するため，粘性境界を設ける。底面の粘性境界については，地震動の下降波が

モデル底面境界から半無限地盤へ通過していく状態を模擬するため，ダッシュポ

ットを設定する。側方の粘性境界については，自由地盤の地盤振動と不整形地盤

側方の地盤振動の差分が側方を通過していく状態を模擬するため，自由地盤の側

方にダッシュポットを設定する。 

境界条件の概念図を図 3－5 に示す。 

図 3－5 地震応答解析における境界条件の概念図 

評価対象構造物基礎

幅Ｂの 1.5～2 倍以上 
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3.2.3 構造物のモデル化 

(1) 基礎幅の補正

取水口の地震応答解析モデルである多質点系曲げせん断棒モデルの重量及び断

面性能は，取水口全体の諸元から２次元有限要素モデルに換算する必要がある。

直径 21.6m の円形の取水口基礎底面を等面積の正方形（19.143m）に換算し，この

１辺を取水口の奥行き幅と仮定し，取水口全体の諸元を奥行き幅で除することで

奥行き幅１m の諸元に変換する。基礎幅の補正方法を図 3－6 に示す。 

図 3－6 基礎幅補正概念図  

取水口基礎形状（円形） 解析モデル基礎形状（正方形）

等面積

円形基礎を等面積の
正方形基礎として表現
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(2) 構造物の水平モデル

構造物の水平方向の地震応答解析モデル図を図 3－7 に示す。各質点及び曲げせ

ん断棒要素に与える物性値の一覧を表 3－1 に示す。物性値の算定については，接

続管軸方向断面にて算定する。 

図 3－7 において質点③及び④についてはアンカーコンクリートの位置であるこ

とから，鋼材よりアンカーコンクリートの影響が支配的であると考えられるた

め，ヤング率及びせん断弾性係数はコンクリートの物性値を使用する。 

また，質点の重量，回転慣性重量，曲げせん断棒要素のヤング率及びせん断弾

性係数については，2 次元モデルに換算するために，全体数量から奥行き幅

19.143ｍで除した値となっている。各質点及び曲げせん断棒要素における分担エ

リアの考え方の概念図を図 3－8 に示す。図 3－8 に示すように各質点の分担エリ

アは質点間中央で分割している。

図 3－7 地震応答解析モデル図（水平方向） 
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表 3－1 各要素における物性値一覧 

注記＊：重量，回転慣性重量，ヤング率せん断弾性係数については奥行き幅（19.143ｍ） 

を考慮した値 

高さ 回転慣性重量＊ 節点
スパン ヤング率＊ せん断

弾性係数＊

EL　m ｋN ｋN･m
2 m m

4
m

2
kN/m

2
kN/m

2

①

②

③

④ 53900

-9.0

-12.5

-18.0

-22.0 1208

1650

51480

[1]

[2]

4.000

3.500

5.500

4.02×106

4.02×106

5.07×10
6

1.05×107

重量 (水平)＊
有効せん断

断面積
断面二次
モーメント

399.6

[3]

0.2298

20880

24.88

167.2

1250

1.05×107

1.22×10
6

質点No
曲げせん
断要素

No

0.4511

231.9

11.23

9.935
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(a) 各質点要素の分担幅概念図

(b) 各曲げせん断棒要素の分担幅概念図

図 3－8 各要素における分担エリア概念図 

（a) 各質点の分担幅概念図

（b) 各要素の分担幅概念図

（単位:mm） 

（単位:mm） 
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a. 各質点要素に設定する物性値

各質点要素の設定する物性値の中で，回転慣性重量の算定は，形状に応じて以

下の円柱及び中空円柱の公式により算定する。回転慣性重量の算定根拠を表 3－2

に示す。  

ここで，取水口は様々な部材が複雑に設置されている構造物であるため，鉛直

管及び接続管以外の部材については，各部材の位置する標高を基準にＵデッキ，

Ｕデッキ～Ｌデッキ間，Ｌデッキ，Ｌデッキ主桁及びアンカーフレームに集約し

て回転慣性重量を算出する。その際，Ｕデッキ，Ｕデッキ～Ｌデッキ間及びＬデ

ッキについては，高さのパラメーターを 0 として整理を行い，回転慣性重量を算

定する。取水口部材の回転慣性重量が内容水を伴う鉛直管やアンカーコンクリー

トの回転慣性重量と比較すると小さくなることから，上記の算定方法を用いても

地震応答解析に及ぼす影響は軽微であると考えられる。  

円柱：I=(a2/4+h2/12)×W 

 中空円柱：I={(a1
2+a2

2)/4+h2/12}×W 

ここに  

a ：半径 

a1 ：外半径 

a2 ：内半径 

h ：高さ 

W ：重量 

I ：回転慣性重量 
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表 3－2 回転慣性重量の算定根拠一覧 

鋼
材

コ
ン

ク
リ

ー
ト

重
量

+
内

容
水

a(
a1

) 
(m

m
)

a2
 (

m
m

)
h
 (

m
m

)
I合

計
 (

kN
m

2
)

-
9
.0

0
U

デ
ッ

キ
3
6
2
.7

9
2

-
-

3
6
2
.7

9
2

8
5
0
0

0
0

U
デ

ッ
キ

～
L
デ

ッ
キ

間
上

6
0
.6

9
7

-
-

6
0
.6

9
7

8
5
0
0

0
0

U
デ

ッ
キ

～
L
デ

ッ
キ

間
下

7
6
.9

6
8

-
-

7
6
.9

6
8

8
5
0
0

0
0

-
1
2
.5

0
L
デ

ッ
キ

3
8
8
.2

9
6

-
-

3
8
8
.2

9
6

9
3
0
0

4
0
0
0

0

L
デ

ッ
キ

主
桁

7
8
.9

7
1

-
-

7
8
.9

7
1

4
6
7
5

0
9
0
8
8

鉛
直

管
1
3
2
.4

5
9

-
1
4
2
8
.8

4
5

1
5
6
1
.3

0
4

4
6
7
5

0
9
0
8
8
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桁

1
1
8
.6

1
8

-
-

1
1
8
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8
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5

0
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0
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8
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0
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0
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4
0
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.0

9
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-
-

4
8
.0

9
4

4
6
7
5

0
9
0
8
8

鉛
直

管
8
5
.4

5
7

-
7
8
1
.5

5
2

8
6
7
.0

0
9

4
6
7
5

0
9
0
8
8
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続

管
1
0
.0
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-
-

1
0
.0
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-
-

-
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-
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0
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0
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0
0
0
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0
0
0

質
点

① ② ③ ④

Ｅ
Ｌ
 (

m
)

部
材

名
称

重
量

(k
N

)
内

容
水

(k
N

)
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転
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7
.6

4
9
×

1
0

3

3
.1
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0

4

9
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×

1
0

5

1
.0

3
2
×

1
0
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b. 各曲げせん断棒要素に設定する物性値

各曲げせん断棒要素に設定する物性値の中で，断面二次モーメント及び有効せ

ん断断面積について記載する。 

曲げせん断棒要素の断面二次モーメントについては，各部材の断面二次モーメ

ントの和としている。ここで，Ｕデッキ，Ｌデッキ，アンカーフレーム及び接続

管については，質点の位置に存在する部材で，部材の厚みが薄いものであること

から，せん断方向に抵抗しない部材であると考えられるため，断面二次モーメン

トの算定の際に影響を考慮しない。断面二次モーメント算定の際に影響を考慮す

る部材について表 3－3 に示す。 

なお，鉛直管以外の断面二次モーメントの算定には，断面積 A 及び回転軸まで

の距離 X から I=A×X2 により算定し，断面内に回転軸を有する場合の断面 2 次モ

ーメントは考慮しない。ストラットを参考に，算出方法の概念図を図 3－9 に示

す。 

表 3－3 構造物モデルの断面二次モーメントに考慮する部材一覧 

標高 位置 
曲げせん断棒要

素 
考慮する構造物 

ＥＬ-9.0ｍ～ 

ＥＬ-12.5ｍ 

Ｕデッキ 

～ 

Ｌデッキ 

[1] 

ストラット

メインスクリーン

補助スクリーン 

スクリーン

斜材 

ＥＬ-12.5ｍ～ 

ＥＬ-18.0ｍ 

Ｌデッキ 

～アンカーコン

クリート上端

[2] 

鉛直管 

サイドポール

鉛直管主桁 

ＥＬ-18.0ｍ～ 

ＥＬ-22.0ｍ 

アンカーコンク

リート上端～

アンカーコンク

リート下端

[3] アンカーコンクリート
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図 3－9 設置位置を考慮した断面二次モーメント算定概念図 
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曲げせん断棒要素の有効せん断断面積については，各要素に対応する部材のせん

断断面積の和から，せん断変形係数を考慮して算定したものである。 

ここで，Ｕデッキ，Ｌデッキ，アンカーフレーム及び接続管については，質点の

位置に存在する部材で，部材の厚みが薄いものであることから，せん断方向に抵抗

しない部材であると考えられるため，有効せん断断面積の算定の際に影響を考慮し

ない。有効せん断断面積算定の際に影響を考慮する部材については表 3－4 に示す。 

表 3－4 構造物モデルの有効せん断断面積に考慮する部材一覧 

標高 位置 
曲げせん断棒要

素 
考慮する構造物 

ＥＬ-9.0ｍ～ 

ＥＬ-12.5ｍ 

Ｕデッキ 

～ 

Ｌデッキ 

[1] 

ストラット

メインスクリーン

補助スクリーン 

スクリーン

斜材 

ＥＬ-12.5ｍ～ 

ＥＬ-18.0ｍ 

Ｌデッキ 

～アンカーコン

クリート上端

[2] 

鉛直管 

サイドポール

鉛直管主桁 

ＥＬ-18.0ｍ～ 

ＥＬ-22.0ｍ 

アンカーコンク

リート上端～

アンカーコンク

リート下端

[3] アンカーコンクリート
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(3) 構造物の水平モデル

鉛直方向加振時の構造物（取水口）のモデル図を図 3－10 に示す。各質点及び

はり要素に与える物性値の一覧を表 3－5 に示す。各質点並びにはり要素における

分担エリアの考え方については，水平モデルと同様である。 

図 3－10 構造物の鉛直モデル 

表 3－5 各要素における物性値一覧 

高さ 節点スパン 断面積

EL　m kN m kN/m
2

①

②

③

④

-9.0

-12.5

-18.0

-22.0

30.71

613.3

662.2

3.500

5.500

4.000

[1]

[2]

[3]

質点No 要素No
重量(鉛直)

19.22
0.4596

0.9021

463.8
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3.2.4 地盤のモデル化 

岩盤は線形の平面ひずみ要素でモデル化する。  

3.2.5 構造物と地盤間のモデル化 

構造物と地盤間のモデル化の概念図を図 3－11 に記す。 

図 3－11 構造物と地盤間のモデル化概念図（東西断面） 

多質点系の曲げせん断棒モデルでモデル化した取水口の接地圧分布が適切に評

価できるよう基礎幅 19.143m の範囲に剛ばりを設定する。 

基礎幅 19.143m については，直径 21.6m の円形の取水口基礎底面と等面積の正

方形（19.143m）に換算した値である。 

アンカーコンクリート側面と地盤間では水平方向に圧縮力を伝え，引張力は伝

えないようにするために取水口の耐震性に対して保守的となる水平方向非線形ば

ねを設定する。 

（単位：m）
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3.2.6 地震応答解析モデル 

取水口の地震応答解析モデルは２号機原子炉建物南北断面を基に，取水口中心

付近のボーリング結果を踏まえ，解析モデル作成用の速度層断面図を作成する。

具体的には，地質の全体傾向が東西水平成層であることを踏まえ，２号機原子炉

建物南北断面を用いて，取水口中心付近のボーリング結果（Br.611）と速度層境

界深度が一致するように解析用の速度層断面図を作成した。図 3－12 に平面図

を，図 3－13 に２号機原子炉建物南北断面を用いて作成した解析用速度層断面図

を示す。 

図 3－13 に基づいて南北断面の解析モデルを作成し，東西断面については図 3－

13 における取水口中心位置を基準に水平成層として解析モデルを作成した。 

南北断面及び東西断面の解析モデル図を図 3－14 及び図 3－15 に示す。 

また，取水口の中心付近を選定すること及び２号機原子炉建物南北断面を基に

解析モデルを作成することの保守性については「参考資料５ 断面選定及び解析

モデル作成の保守性について」に記す。

 

図 3－12 取水口平面図 

N 取水口Ⅰ 

取水口Ⅱ 

2 号機原子炉建物南北断面対象位置 

ボーリング実施箇所

（Br.611） 

東西断面 

南北断面 
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 注：青枠が解析モデル範囲 

図 3－13 解析モデル作成用速度層図（南北断面） 
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図 3－14 解析モデル図（南北断面） 

北南
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図 3－15 解析モデル図（東西断面） 

西東
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3.2.7 ジョイント要素 

地盤と構造物との接合面にジョイント要素を設けることにより，地震時の地盤

と構造物の接合面における剥離及びすべりを考慮する。 

ジョイント要素は，地盤と構造物の接合面で法線方向及びせん断方向に対して

設定する。法線方向については，常時状態以上の引張荷重が生じた場合，剛性及

び応力をゼロとし，剥離を考慮する。せん断方向については，地盤と構造物の接

合面におけるせん断強度以上のせん断荷重が生じた場合，せん断剛性をゼロと

し，すべりを考慮する。 

せん断強度τf は次式の Mohr－Coulomb 式により規定される。粘着力с及び内部

摩擦角φは周辺地盤のс，φとし，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」

に基づき表 3－6 のとおりとする。また，要素間の粘着力с及び内部摩擦角φは表

3－7 のとおり設定する。 

取水口の直下にはＣＬ級の岩盤が分布するため，せん断強度の設定においては一

律ＣＬ級岩盤の粘着力с及び内部摩擦角φを用いる。 

τf＝ｃ＋σtanφ  

ここに， τf：せん断強度 

ｃ：粘着力（＝初期せん断強度τ0） 

φ：内部摩擦角 

表 3－6 周辺地盤との境界に用いる強度特性 

地盤 粘着力 c（N/mm2） 内部摩擦角φ（°） 

岩盤（ＣＬ級） 0.56 37 

表 3－7 要素間の粘着力と内部摩擦角 

接合条件 粘着力ｃ 

（N/mm2） 

内部摩擦角φ 

（°） 材料１ 材料２ 

取水口 岩盤 材料２のｃ 材料２のφ 
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ジョイント要素のばね定数は，「原子力発電所屋外需要土木構造物の耐震性能

照査指針・マニュアル（土木学会 2005）」を参考に，数値計算上，不安定な挙動

を起こさない程度に周囲材料の剛性よりも十分に大きな値を設定する。表 3－8 に

ジョイント要素のばね定数を示す。 

また，ジョイント要素の力学特性を図 3－16 に，ジョイント要素の配置概念図

を図 3－17 に示す。 

表 3－8 ジョイント要素のばね定数 

圧縮剛性ｋｎ 

（ｋN/m3） 

せん断剛性ｋｓ 

（ｋN/m3） 

1.0×107 1.0×107 

図 3－16 ジョイント要素の力学特性 
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図 3－17 ジョイント要素の配置概念図 

剛ばり要素 

ジョイント要素 

せん断方向の滑り 

面直方向の剥離 

取水口 
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3.3 減衰定数 

減衰定数は，「補足-026-01 屋外重要土木構造物の耐震安全性評価について」の

「9. 地震応答解析における減衰定数」に基づき，粘性減衰及び履歴減衰で考慮す

る。 

粘性減衰は，固有値解析にて求められる固有周期と各材料の減衰比に基づき，質量

マトリックス及び剛性マトリックスの線形結合で表される以下の Rayleigh 減衰を解析

モデル全体に与える。

Rayleigh 減衰の設定フローを図 3－18 に示す。

[Ｃ]＝α[Ｍ]＋β[Ｋ] 

[Ｃ] ：減衰係数マトリックス 

[Ｍ] ：質量マトリックス 

[Ｋ] ：剛性マトリックス 

α，β：係数 
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図 3－18 Rayleigh 減衰の設定フロー 

固有値解析 

・岩盤の減衰定数 ：3.0％ 

・構造物（鋼材）の減衰定数   ：1.0％ 

・コンクリートの減衰定数   ：5.0％ 

・ωi：ｉ次モードにおける固有円振動数（ωi＝2πfi）

・ hi ：ｉ次モードにおける減衰定数

・Rayleigh 減衰における係数 α，β

α＝
2ω1ω2（h1ω2－h2ω1）

ω2
2-ω1

2 ，β＝
2（h2ω2－h1ω1）

ω2
2-ω1

2

＊添字の 1 次及び 2 次のモードは固有値解析にて求める。 

・Rayleigh 減衰

[Ｃ]＝α[Ｍ]＋β[Ｋ] 

[Ｃ] ：減衰係数マトリックス 

[Ｍ] ：質量マトリックス 

[Ｋ] ：剛性マトリックス 
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Rayleigh 減衰における係数α，βは，低次のモ－ドの変形が支配的となる地中埋設

構造物に対して，その特定の振動モ－ドの影響が大きいことを考慮して，固有値解析

結果より得られる卓越するモ－ドの減衰と Rayleigh 減衰が一致するように設定する。

なお，卓越するモードは全体系の固有値解析における刺激係数及びモード図にて決定

するが，係数α，βが負値となる場合は当該モードを選定しない。 

南北断面及び東西断面の固有値解析結果の一覧を表 3－9 及び表 3－10 に，固有値解

析におけるモード図を図 3－19 及び図 3－20 に，係数α，βを表 3－11 に，固有値解

析結果に基づき設定した Rayleigh 減衰を図 3－21 及び図 3－22 に示す。 

表 3－9 固有値解析結果（南北断面） 

固有振動数 

（Hz） 

有効質量比(％) 刺激係数 
備考 

Ｔ
ｘ

Ｔ
ｙ

βｘ βｙ 

1  3.8300 68  0 128.64 2.040 1 次として採用 

2  6.0718  6  1 -38.56 12.000 － 

3  8.5390  0 54 -8.327 114.214 － 

4  9.1273  8  4 43.04 33.711 2 次として採用 

5  9.5861  3  0 -25.83 -0.039 － 

6 10.5950  0  4 9.453 -28.425 － 

7 11.5840  1  0 1.464 14.667 － 

8 12.8370  2  0 12.12 -0.628 － 

9 13.5400  0  0 -22.14 0.885 － 

10 13.8790  0 14 2.464 56.483 － 
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表 3－10 固有値解析結果（東西断面） 

固有振動数 

（Hz） 

有効質量比(％) 刺激係数 
備考 

Ｔ
ｘ

Ｔ
ｙ

βｘ βｙ 

1  3.8440 72  0 131.40 -1.07 1 次として採用 

2  6.9768  2  2 -25.95 -23.64 － 

3  8.5899  2 51 17.91 -110.80 － 

4  9.0207  9  7 -48.60 -39.19 2 次として採用 

5  9.8669  1  5 -12.20 33.88 － 

6 10.6530  1  0 10.75 5.06 － 

7 12.2080  0  0 -4.41 -8.03 － 

8 13.0700  0  2 3.54 21.64 － 

9 13.3950  1  0 14.46 -2.83 － 

10 14.0310  1  9 -15.43 45.63 － 
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１次モード（f1=3.8300Hz） 

（刺激係数βx：128.64） 

２次モード（f2=6.0718Hz） 

（刺激係数βx：-38.56） 

３次モード（f3=8.5390Hz） 

（刺激係数βx：-8.327） 

４次モード（f4=9.1273Hz） 

（刺激係数βx：43.04） 

５次モード（f5=9.5861Hz） 

（刺激係数βx：-25.83） 

６次モード（f6=10.5950Hz） 

（刺激係数βx：9.453） 

図 3－19(1) 固有値解析結果（モード図）（南北断面） 
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７次モード（f7=11.5840Hz） 

（刺激係数βx：1.464） 

８次モード（f8=12.8370Hz） 

（刺激係数βx：12.12） 

９次モード（f9=13.5400Hz） 

（刺激係数βx：-22.14） 

１０次モード（f10=13.8790Hz） 

（刺激係数βx：2.464） 

図 3－19(2) 固有値解析結果（モード図）（南北断面） 
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１次モード（f1=3.8440Hz） 

（刺激係数βx：131.40） 

２次モード（f2=6.9768Hz） 

（刺激係数βx：-25.95） 

３次モード（f3=8.5899Hz） 

（刺激係数βx：17.91） 

４次モード（f4=9.0207Hz） 

（刺激係数βx：-48.60） 

５次モード（f5=9.8669Hz） 

（刺激係数βx：-12.20） 

６次モード（f6=10.6530Hz） 

（刺激係数βx：10.75） 

図 3－20(1) 固有値解析結果（モード図）（東西断面） 
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７次モード（f7=12.2080Hz） 

（刺激係数βx：-4.41） 

８次モード（f8=13.0700Hz） 

（刺激係数βx：3.54） 

９次モード（f9=13.3950Hz） 

（刺激係数βx：14.46） 

１０次モード（f10=14.0310Hz） 

（刺激係数βx：-15.43） 

図 3－20(2) 固有値解析結果（モード図）（東西断面） 

表 3－11 Rayleigh 減衰における係数α，βの設定結果 

評価対象断面 α β 

南北断面 1.017 7.370×10-4 

東西断面 1.016 7.423×10-4 
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図 3－21 設定した Rayleigh 減衰（南北断面） 

図 3－22 設定した Rayleigh 減衰（東西断面） 
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3.4 荷重及び荷重の組合せ 

取水口の地震応答解析において考慮する荷重は，通常運転時の荷重（永久荷重）及

び地震荷重を抽出し，それぞれを組み合せて設定する。 

荷重の組合せを表 3－12 に示す。また，取水口は図 3－23 に示す多質点系曲げせん

断棒モデルとしてモデル化するため，質点間にかかる重量は，質点間距離の中央で分

割し，上下の質点に配分する。 

表 3－12 荷重の組合せ 

種別 荷重 算定方法の概要 

永久荷重 

（常時荷重） 

固定

荷重 

躯体重量 〇 設計図書に基づいて，設定する。 

機器・配管荷重 － 機器・配管等は設置されない。 

積載

荷重 

静止土圧 ○ 常時応力解析により設定する。 

外水圧 － 内水圧と同等のため考慮しない。 

内水圧 － 外水圧と同等のため考慮しない。 

積雪荷重 － 
海中構造物であるため，積雪荷重

は作用しない。 

土被り荷重 － 
土被りの影響を受けないため考慮

しない。 

永久上載荷重 － 
永久上載荷重は存在しないため考

慮しない。 

偶発荷重 

（地震荷重） 

水平地震動 ○ 基準地震動Ｓｓによる水平・鉛直 

同時加振を考慮する。 鉛直地震動 ○ 

動水圧 ○ 
地震時動水圧を付加質量により考 

慮する。 
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（取水口断面図） （取水口部解析モデル） 

図 3－23 取水口の地震応答解析モデル 

3.4.1 躯体重量 

取水口の構造材料である鋼材重量は，腐食代を減じない製作板厚で算定する。

アンカーコンクリートの重量についても取水口下部の質点である質点③及び④に

付与する。なお，取水口はすべて海中に埋没しているため浮力が作用することか

ら躯体重量算出時には材料の単位体積重量から海水の単位体積重量を差し引いた

水中単位体積重量を用いる。 

（単位:mm） 
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3.4.2 動水圧 

取水口内部の海水並びに取水口周辺の海水については「原子力発電所屋外重要

土木構造物の耐震性能照査マニュアル 2005」を参考に付加質量としてモデル化

する。その際，海水を非圧縮性流体と仮定し，構造物と海水の接触面に構造物の

振動により生じる動水圧を考慮する。このとき，物体の振動が周囲の流体を動か

すことにより，あたかも物体の質量がそれだけ増加したような挙動を示すことか

ら付加質量を算定し，付加質量に水平震度を掛け合わせたものを動水圧として作

用させる。この際，付加質量係数 0.6 を考慮して設定する。（付加質量係数につ

いては「参考資料６ 動水圧の付加質量係数について」に示す。）  

Ｕデッキ主桁，メインスクリーン，Ｌデッキ鉛直管主桁のようにフランジとウ

ェブを有する部材については，加振方向と部材の成す角度を考慮して付加質量を

設定する。メインスクリーンを例に付加質量の設定方法を図 3－24 に示す。  

また，鉛直管内及び接続管内の海水についても，同様に動水圧を作用させる。

なお，鉛直加振に対しては取水口と海水が同様の動きを行うため，動水圧は考慮

しない。  
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・メインスクリーンの形状は，H-294mm×200mm である。

・加振方向と直行方向（θ=90°）のメインスクリーンはウェブ幅 294mm の円柱

として算定。

・加振方向から 45°方向のメインスクリーンには，ウェブ幅 294mm の円柱として

算定し，加振方向に投影するが，投影する際に角度による補正を考慮する。

・加振方向と同方向のメインスクリーンにはフランジ幅 200mm の円柱として算

定。2 箇所のフランジの片側のみ考慮する。

図 3－24 付加質量の設定例（メインスクリーン）  

45° 

加振方向  

200 

2
9

4
 

×sin45° 

  ：付加質量  
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3.5 地震応答解析の解析ケース 

3.5.1 耐震評価における解析ケース 

(1) 地盤物性のばらつきを考慮した解析ケース

取水口は海中に埋設された構造物であり，周辺には岩盤が分布していることか

ら，岩盤の動せん断弾性係数のばらつきを考慮する。 

ばらつきを考慮する物性値は地盤のせん断変形を定義するせん断弾性係数と

し，平均値を基本ケース（表 3－13 に示すケース①）とした場合に加えて，平均

値±1.0×標準偏差（σ）のケース（表 3－13 に示すケース②及び③）について確

認を行う。 

地盤のばらつきの設定方法の詳細は，「補足-023-01 地盤の支持性能について」

に示す。 

表 3－13 取水管の耐震評価における解析ケース 

解析ケース 解析手法 

地盤物性 

岩盤 

（Ｇｄ：動せん断 

弾性係数） 

ケース①

（基本ケース） 
全応力解析 平均値 

ケース② 全応力解析 平均値＋１σ 

ケース③ 全応力解析 平均値－１σ 

(2) 耐震評価における解析ケースの組合せ

耐震評価においては，基準地震動Ｓｓ全波（６波）及びこれらに位相反転を考

慮した地震動（６波）を加えた全 12 波に対し，基本ケース（ケース①）を実施

し，表 3－14 に示す取水口の耐震性に与える影響が大きい時刻を抽出する。抽出

した時刻における震度が最大となる地震動において，ケース②及びケース③を実

施し，震度を比較したうえで 3 次元静的応力解析を実施する。 

この際，震度を比較する箇所はアンカーコンクリートに固定されておらず，取

水口の耐震性に与える影響が大きいＵデッキ及びＬデッキとする。 

耐震評価における解析ケースを表 3－15 に示す。応力解析を行う地震動の選定

フローを図 3－25 に示す。
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表 3－14 取水口の耐震性に与える影響が大きな時刻一覧表 

着目時刻 着目箇所 

水平相対変位最大時刻 Ｕデッキ～アンカーコンクリート上端 

水平加速度最大時刻 Ｕデッキ 

水平加速度最大時刻 Ｌデッキ 

曲げモーメント最大時刻 Ｌデッキ～アンカーコンクリート上端 

せん断応力最大時刻 Ｌデッキ～アンカーコンクリート上端 

表 3－15 耐震評価における解析ケース 

解析ケース 

ケース① ケース② ケース③

基本ケース 

地盤物性のばらつき

（＋１σ）を考慮し

た解析ケース 

地盤物性のばらつき

（－１σ）を考慮し

た解析ケース 

地盤物性 平均値 平均値＋１σ 平均値－１σ 

地
震
動
（
位
相
）

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋＊ ○   

－＋＊ ○ 

＋－＊ ○   

－－＊ ○   

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ ○ 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ ○  

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋＊ ○  

－＋＊ ○ 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 

＋＋＊ ○  

－＋＊ ○   

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 

＋＋＊ ○  

－＋＊ ○ 

注記＊：地震動の位相について，＋＋の左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「－」は位 

相を反転させたケースを示す。 

基準地震動Ｓｓ（6 波）に位相反転を考慮した

地震動（6 波）を加えた全 12 波に対し，ケー

ス①（基本ケース）を実施し，以下の 5 項目

の着目した時刻における震度を抽出する。抽

出した震度を比較し，全 12 波の中で最大とな

る地震動においてケース②及びケース③を実

施する。 

着目する時刻 

・水平相対変位最大時刻

Ｕデッキ～アンカーコンクリート上端 

・水平加速度最大時刻

Ｕデッキ 

・水平加速度最大時刻

Ｌデッキ 

・曲げモーメント最大時刻

Ｌデッキ～アンカーコンクリート上端

・せん断応力最大時刻

Ｌデッキ～アンカーコンクリート上端
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図 3－25 応力解析を実施する地震動の選定フロー 

START 

基準地震動 12 波 *1 を用いて 

ケース①（基本ケース）の

地震応答解析を実施する。

各時刻の震度を比較し，Ｕデッキ及び 

Ｌデッキにおける震度が最も大きくなる 

時刻・地震動を選定する。 

取水口の耐震性に与える影響が大きな 5 つの

時刻 *2 における応答加速度を抽出する。 

注記＊1：基準地震動 Ss 波（6 波）に位相反転を考慮し

た地震動（6 波）を加えた 12 波 

＊2：取水口の耐震性に影響を与える 5 つの時刻 

水平相対変位最大時刻 

  （Ｕデッキ～アンカーコンクリート上端） 

  水平加速度最大時刻 

  （Ｕデッキ） 

水平加速度最大時刻 

  （Ｌデッキ） 

曲げモーメント最大時刻 

  （Ｌデッキ～アンカーコンクリート上端） 

  せん断応力最大時刻 

  （Ｌデッキ～アンカーコンクリート上端） 【手順Ｃ】で選定した地震動を用いて 

ケース②及び③の地震応答解析を実施し，

【手順Ｂ】と同様に応答加速度を抽出したのち，

【手順Ｃ】と同様に震度が最も大きくなる時刻を選

定する。 

【手順Ａ】 

【手順Ｂ】 

【手順Ｃ】 

【手順Ｄ】 

ケース①～③のそれぞれで選定された

地震動・時刻における震度を用いて，

３次元静的有限要素法解析を実施する。

【手順Ｅ】 
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3.6 入力地震動の設定 

入力地震動は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」のうち「2.3 屋外重要土木構

造物」に示す入力地震動の設定方針を踏まえて設定する。 

地震応答解析に用いる入力地震動は，解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓｓを

一次元波動論により地震応答解析モデル下端位置で評価したものを用いる。なお，入

力地震動の設定に用いる地下構造モデルは，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方

針」のうち「7.1 入力地震動の設定に用いる地下構造モデル」を用いる。 

図 3－26 に入力地震動算定の概念図を示す。入力地震動の算定には，解析コード

「ＳＨＡＫＥ」を使用する。解析コードの検証及び妥当性確認の概要については，Ⅵ-

5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

図 3－26 入力地震動算定の概念図 

反射波
(F2)

▽EL-100m
(解析モデル下端位置)

▽EL-10m
(解放基盤表面)

▽ EL-215m

基準地震動
(2E0)

反射波
(F1)

入射波
(E1)

▽EL-215m

地表面

▽EL -17m

▽EL-100m

地下構造モデル 構造物位置地盤モデル

入力地震動
(2E2)

（取水口）

地震応答解析モデル

入射波
(E1)

反射波
(F1’)

入射波
(E2)

（取水口）

▽EL -17m

一次元波動論による

応答計算（逆応答解
析）

一次元波動論による

応答計算（順応答解
析）
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3.6.1 南北断面の入力地震動 

図 3－27～図 3－38 に南北断面の入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答

スペクトルを示す。

(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－27 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｄ） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－28 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｄ） 

  



70 

(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－29 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－30 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－31 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ２） 
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－32 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ２） 
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－33 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－34 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－35 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）） 
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－36 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）） 
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－37 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）） 
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－38 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）） 
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3.6.2 東西断面の入力地震動 

図 3－39～図 3－50 に東西断面の入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答

スペクトルを示す。

(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－39 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｄ） 
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－40 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｄ） 
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－41 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－42 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－43 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ２） 

-1500

-750

0

750

1500

0 10 20 30 40 50 60 70 80

加
速

度
(c

m
/s

2
)

時刻 (s)

MAX  -793cm/s² (15.51s)

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

0.01 0.1 1 10

加
速

度
(c

m
/s

2
)

周期 (s)

h=0.05



85 

 

 

(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－44 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ２） 
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－45 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－46 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－47 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－48 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）） 
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－49 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）） 
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 3－50 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）） 
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3.7 地震応答解析結果 

3.7.1 時刻選定の考え方 

地震応答解析結果に用いる時刻選定については，取水口の耐震性に影響を与え

る 5 つの時刻に着目する。着目時刻及び着目箇所一覧表を表 3－16 に記す。ま

た，図 3－51 に取水口の断面図を記す。 

(1) 水平相対変位最大時刻（Ｕデッキ～アンカーコンクリート上端）

取水口下部は，アンカーコンクリートで固定されている状態であるため，Ｕデ

ッキとアンカーコンクリート上端の水平相対変位が卓越する際に取水口の耐震性

に大きな影響を与える。 

(2) 水平加速度最大時刻（Ｕデッキ）

取水口の構造部材であるＵデッキにかかる水平加速度が最大となった際，取水

口の耐震性に大きな影響を与える。 

(3) 水平加速度最大時刻（Ｌデッキ）

取水口の構造部材であるＬデッキにかかる水平加速度が最大となった際，取水

口の耐震性に大きな影響を与える。 

(4) 曲げモーメント最大時刻（Ｌデッキ～アンカーコンクリート上端）

取水口下部は，アンカーコンクリートで固定されている状態であるため，Ｌデ

ッキ～アンカーコンクリート上端の間で曲げモーメントが卓越すると考えられ

る。その際に取水口の耐震性に大きな影響を与える。 

(5) せん断応力最大時刻（Ｌデッキ～アンカーコンクリート上端）

取水口下部は，アンカーコンクリートで固定されている状態であるため，Ｌデ

ッキ～アンカーコンクリート上端の間でせん断応力が卓越すると考えられる。そ

の際に取水口の耐震性に大きな影響を与える。 
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表 3－16 取水口の耐震性に与える影響が大きな時刻一覧表 

着目時刻 着目箇所 

水平相対変位最大時刻 Ｕデッキ～アンカーコンクリート上端 

水平加速度最大時刻 Ｕデッキ 

水平加速度最大時刻 Ｌデッキ 

曲げモーメント最大時刻 Ｌデッキ～アンカーコンクリート上端 

せん断応力最大時刻 Ｌデッキ～アンカーコンクリート上端 

（取水口断面図） （取水口部解析モデル） 

図 3－51 取水口断面図 

（単位:mm） 
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3.7.2 解析ケース① 

(1) 南北断面解析結果

南北断面の地震応答解析において，入力地震動ごとに選定した時刻を表 3－14

に整理する。表 3－17 より多くの地震動で選定する時刻が同じとなっており，震

度を検討する時刻を赤字で記している。 

表 3－17 解析ケース①における着目項目ごとに最大値が発生する時刻一覧表 

（南北断面） 

解析ケース 

地震動 

最大値が発生する時刻 

水平相対変位 

最大時刻 

（ｓ） 

水平加速

度最大時

刻（ｓ） 

水平加速

度最大時

刻（ｓ） 

曲げモーメン

ト最大時刻

（ｓ）

せん断応力最

大時刻（ｓ） 

Ｕデッキ～アンカー

コンクリート上端
Ｕデッキ Ｌデッキ 

Ｌデッキ～ 

アンカーコン

クリート上端

Ｌデッキ～ 

アンカーコン

クリート上端

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 8.54 8.54 8.54 8.54 8.54 

－＋ 8.54 8.54 8.54 8.54 8.54 

＋－ 8.54 8.54 8.54 8.54 8.54 

－－ 8.54 8.54 8.54 8.54 8.54 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 9.14 9.14 9.14 9.14 9.14 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 16.19 16.19 16.19 16.19 16.19 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 7.49 7.49 7.49 7.49 7.49 

－＋ 7.49 7.59 7.59 7.59 7.59 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 26.64 26.64 26.64 26.64 26.64 

－＋ 26.64 26.64 26.64 26.64 26.64 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 26.04 26.04 26.04 26.04 26.04 

－＋ 26.04 26.04 26.04 26.04 26.04 

注：同じ地震動において同じ時刻で最大を示した値については黒字とする。 
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表 3－17 に記載した最大値が発生する時刻における，震度を表 3－18 にまとめ

る。表 3－18 より，アンカーコンクリートに固定されていない箇所であり，取水

口の耐震性に与える影響が大きいＵデッキ及びＬデッキにおいて水平方向震度が

最大となるのはＳｓ－Ｄ（＋＋）（抽出時刻 8.54s）である。 

表 3－18 節点ごとに作用する震度一覧 
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(2) 東西断面解析結果

東西断面の地震応答解析において，入力地震動ごとに選定した時刻を表 3－19

に整理する。表 3－19 より多くの地震動で選定する時刻が同じとなっている。表 3

－19 において震度を検討する時刻を赤字で記している。 

表 3－19 解析ケース①における着目項目ごとに最大値が発生する時刻一覧表 

（東西断面） 

解析ケース 

地震動 

最大値が発生する時刻 

水平相対変位 

最大時刻 

（ｓ） 

水平加速

度最大時

刻（ｓ） 

水平加速

度最大時

刻（ｓ） 

曲げモーメン

ト最大時刻

（ｓ）

せん断応力最

大時刻（ｓ） 

Ｕデッキ～アンカー

コンクリート上端
Ｕデッキ Ｌデッキ 

Ｌデッキ～ 

アンカーコン

クリート上端

Ｌデッキ～ 

アンカーコン

クリート上端

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 8.54 8.54 8.54 8.54 8.54 

－＋ 8.54 8.54 8.54 8.54 8.54 

＋－ 8.54 8.54 8.54 8.54 8.54 

－－ 8.54 8.54 8.54 8.54 8.54 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 7.79 7.79 7.79 7.79 7.79 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 16.49 16.49 15.82 15.82 16.49 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 7.49 7.59 7.49 7.59 7.59 

－＋ 7.49 7.49 7.49 7.49 7.49 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 26.64 26.64 26.64 26.64 26.64 

－＋ 26.64 26.64 26.64 26.64 26.64 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 26.04 26.04 26.04 26.04 26.04 

－＋ 26.04 26.04 26.04 26.04 26.04 

注：同じ地震動において同じ時刻で最大を示した値については黒字とする。 
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表 3－19 に記載した最大値が発生する時刻における震度を表 3－20 にまとめ

る。表 3－20 よりアンカーコンクリートに固定されていない箇所であり，取水口

の耐震性に与える影響が大きいＵデッキ及びＬデッキにおいて水平方向震度が最

大となるのはＳｓ－Ｄ（－＋）（抽出時刻 8.54s）である。 

表 3－20 節点ごとに作用する震度一覧 
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(3) 南北断面と東西断面の地震応答解析結果の比較

南北断面と東西断面の地震応答解析の結果よりそれぞれの断面で取水口の耐震

性に最も影響を与える地震動における震度を表 3－21 に示す。表 3－21 より，取

水口の耐震性に最も影響を与える地震動は，南北断面の地震応答解析におけるＳ

ｓ－Ｄ（＋＋）（抽出時刻 8.54s）であることが分かる。以上のことより，解析ケ

ース②及び解析ケース③については，南北断面の地震応答解析におけるＳｓ－Ｄ

（＋＋）を対象とする。 

表 3－21 各断面における最も影響を与える地震動の比較 

震度 

Ｕデッキ 

（EL-9.0m） 

Ｌデッキ 

（EL-12.5m） 

アンカーコンクリート上端

（EL-18.0m） 

アンカーコンクリート下端

（EL-22.0m） 

地震動 
抽出時刻 

(sec) 

水平方向 

震度 

鉛直方向 

震度 

水平方向 

震度 

鉛直方向 

震度 

水平方向 

震度 

鉛直方向 

震度 

水平方向 

震度 

鉛直方向 

震度 

南北断面 

Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋＊） 

8.54 -1.82 -0.05 -1.54 -0.05 -0.80 -0.05 -0.77 -0.05

東西断面 

Ｓｓ－Ｄ 

（－＋＊） 

8.54  1.80 -0.05  1.53 -0.05  0.80 -0.05  0.77 -0.05

注記＊：地震動の位相について，＋＋の左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「－」は位相を反転させたケースを示す。 
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3.7.3 解析ケース②及び解析ケース③ 

「3.7.2 解析ケース①」より，Ｓｓ－Ｄ（＋＋）を用いて岩盤のばらつきを考

慮する解析ケース②及び③について地震応答解析を行う。なお，解析ケース②及

び③については南北断面を対象として実施する。 

表 3－22 にＳｓ－Ｄ（＋＋）における，解析ケース①～③の着目項目ごとに最

大値が発生する時刻一覧表を記す。 

表 3－22 解析ケース①～③における着目項目ごとに最大値が発生する時刻一覧表 

最大値が発生する時刻 

水平相対変位

最大時刻

（ｓ） 

水平加速度最

大時刻（ｓ） 

水平加速度最

大時刻（ｓ） 

曲げモーメ

ント最大時

刻（ｓ） 

せん断応力

最大時刻

（ｓ） 

Ｕデッキ～アン

カーコンクリー

ト上端

Ｕデッキ Ｌデッキ 

Ｌデッキ～ア

ンカーコンク

リート上端

Ｌデッキ～ア

ンカーコンク

リート上端

Ｓｓ－Ｄ 

解析ケース①
＋＋ 8.54 8.54 8.54 8.54 8.54 

Ｓｓ－Ｄ 

解析ケース②
＋＋ 8.53 8.53 8.53 8.53 8.53 

Ｓｓ－Ｄ 

解析ケース③
＋＋ 8.55 8.55 8.55 8.55 8.55 
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表 3－22 に記載した最大値が発生する時刻における震度を表 3－23 にまとめ

る。表 3－23 より，Ｕデッキ及びＬデッキにて水平方向震度が最大となるのは解

析ケース③（Ｓｓ－Ｄ（＋＋））である。 

また，アンカーコンクリート上端及びアンカーコンクリート下端にて水平方向

震度が最大となるのは解析ケース②（Ｓｓ－Ｄ（＋＋））である。 

Ｕデッキ及びＬデッキにおける水平方向震度が最大となる地震動（解析ケース

③（Ｓｓ－Ｄ（＋＋）））が，取水口の耐震性に最も大きな影響を与えると考え

られるが，アンカーコンクリート上端及びアンカーコンクリート下端における水

平方向震度が最大となる地震動（解析ケース②（Ｓｓ－Ｄ（＋＋）））による影

響についても確認を行う。 

そのため，次章以降の応力解析については，南北断面の地震応答解析における

地震動Ｓｓ－Ｄ（＋＋）の解析ケース①～解析ケース③について実施する。 

表 3－23 震度一覧表 
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4. 応力解析

取水口の応力解析は，「3.7 地震応答解析」にて選定した地震動及び着目した時刻に

て得られる，震度を用いた３次元静的有限要素法解析により実施する。その際，鋼材を

線形のシェル要素及びはり要素でモデル化し，アンカーコンクリートを線形のソリッド

要素でモデル化する。応力解析には「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用する。解析コー

ドの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）

の概要」に示す。 
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4.1 解析モデルの設定 

4.1.1 鋼材のモデル化 

鋼材のモデル化については局所的な応力集中について検討が行えるように，鋼

板部材は線形のシェル要素でモデル化する。シェル要素でモデル化する際には，

アンカーコンクリートに巻き込まれていない箇所についてはウェブ及びフランジ

の形状を精緻にモデル化することで局所的な応力の発生を表現できるようにす

る。一方，アンカーコンクリート内部のシェル要素についてはウェブのみでモデ

ル化している。

また，鋼管部材は線形のはり要素でモデル化する。ただし，接続管及び鉛直管

については，断面が大きな部材となるため線形のシェル要素としてモデル化す

る。 

メインスクリーン及び補助スクリーンを除くスクリーンは構造部材ではないた

め，モデル化は行わないが，荷重としては考慮する。ただし，Ｌデッキの砂止め

は構造部材ではないが，複雑な構造であるためモデル化することとし，自重，慣

性力及び動水圧を作用させる。 

鋼材は重量や慣性力を保守的に設定できるよう腐食代を考慮しない製作板厚で

モデル化する。

4.1.2 アンカーコンクリートのモデル化 

アンカーコンクリートは基礎底面の直径 21.6m の範囲内について線形のソリッ

ド要素でモデル化する。 

4.1.3 境界条件 

基礎底面の境界条件は固定とする。 

4.1.4 解析モデル 

応力解析モデルを図 4－1 に示す。 
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注：上部はアンカーコンクリート（茶色）を表示した解析モデル図 

下部はアンカーコンクリートを非表示とした解析モデル図 

図 4－1 3 次元応力解析モデル 

▽EL-12.5m

▽EL-9.0m

▽EL-18.0m

▽EL-22.0m

▽EL-22.0m

▽EL-12.5m

▽EL-9.0m



104 

4.2 荷重及び荷重の組合せ 

4.2.1 躯体重量 

固定荷重として躯体重量を考慮する。躯体重量は材料の単位体積重量と体積か

ら算定する。なお，取水口はすべて海中に埋没しているため浮力が作用すること

から躯体重量算出時には材料の単位体積重量から海水の単位体積重量を差し引い

た水中単位体積重量を用いる。  

また，シェル要素及びはり要素でモデル化しないスクリーンの固定荷重は，Ｕ

デッキ及びＬデッキに付加する。 

4.2.2 地震時荷重 

躯体重量に２次元有限要素解析で求めた震度（水平・鉛直）を掛け合わせ，各

部材に作用させる慣性力を算定する。 

また，シェル要素及びはり要素でモデル化しないスクリーンに作用する慣性力

は，Ｕデッキ及びＬデッキに付加する。 

4.2.3 動水圧 

動水圧については，地震応答解析においても考慮を行っているが，地震応答解

析による３次元応力解析の入力値は加速度のみであるため，３次元応力解析にお

いても動水圧を考慮する。  

海水を非圧縮性流体と仮定し，構造物と海水の接触面に構造物の振動により生

じる動水圧を考慮する。このとき，物体の振動が周囲の流体を動かすことによ

り，あたかも物体の質量がそれだけ増加したような挙動を示すことから，付加質

量を算定する。付加質量に水平震度を掛け合わせたものを動水圧として作用させ

る。この際，付加質量係数 0.6 を考慮して設定する。（付加質量係数については

「参考資料６ 動水圧の付加質量係数について」に示す。）  

また，鉛直管内及び接続管内の海水についても，同様に動水圧を作用させる。

なお，鉛直加振に対しては取水口と海水が同様の動きを行うため，動水圧は考慮

しない。  

また，シェル要素及びはり要素でモデル化しないスクリーンに作用する動水圧

は，Ｕデッキ及びＬデッキに付加する。  
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4.3 地震時荷重の作用方向 

取水口は円筒形の構造物であり，明確に強軸及び弱軸の区別ができないため応力解

析を行う際の地震時荷重は，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組み合わせによる検討

を行う。水平 2 方向の検討については「Ⅵ-2-1-8 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の

組み合わせに関する影響評価方針」に基づいて行う。 

表 4－1 に水平 2 方向の応力解析における検討ケース及び各ケースの地震時荷重の作

用方向別の検討ケースを記す。 

荷重の組合せは「JEAG4601-1987」を参考に組み合わせ係数法を適用するが，取水口

に対して厳しくなる水平方向に着目して時刻選定をしているため，鉛直方向について

は水平方向と同時刻の荷重を作用させる。なお，水平方向の 2 方向目については，取

水口にとって最も厳しい 1 方向目の荷重を 0.4 倍し作用させる。 

表 4－1 水平 2 方向の応力解析における検討ケース及び地震力組合せ 

ケース
地震力方向及び組合せ 

水平 鉛直 

ケースＡ 1.0Fx+0.4Fy 

1.0Fz 
ケースＢ -1.0Fx+0.4Fy

ケースＣ 0.4Fx+1.0Fy 

ケースＤ -0.4Fx+1.0Fy

水平荷重作用方向  

ケース 11   Fx + 0.4Fy + Fz

ケース 12  -Fx + 0.4Fy + Fz

ケース 13   0.4Fx + Fy + Fz

ケース 14  -0.4Fx + Fy + Fz

Fx

Fy

-Fx

Fz：鉛直下向き鉛直方向 

Fx -Fx

Fy 
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4.4 応力照査方法 

３次元静的有限要素法解析により算定した部材の発生断面力や応力を基に，許容応

力度法により応力照査を行う。取水口の構成部材は面材（シェル要素）及び線材（は

り要素）でモデル化しており，要素タイプに応じた手法により応力照査を行う。応力

照査については，鋼材の腐食による影響を考慮した断面形状を用いて実施する。 

照査対象箇所及び照査対象外箇所については，「2.7 評価構造物諸元」に記してい

る。 

応力照査実施箇所を図 4－2～図 4－7 に示す。 



107 

図 4－2 Ｕデッキ部応力照査箇所 

1．Ｕデッキ EL -9.0m

U デッキ デッキ

プレート（青） 
▽EL-9.0m

▽EL-22.0m

▽EL-9.0m

▽EL-22.0m
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図 4－3 Ｕデッキ～Ｌデッキ部応力照査箇所 

図 4－4 Ｌデッキ部応力照査箇所 

メインスクリーン

（青）

補助スクリーン

（赤）

ストラット

（緑）

斜材

（オレンジ）

スクリーンはモデル化せず，質量を

メイン・補助スクリーンに付加

▽EL -12.500

▽EL -9.000

(単位：m)

凡例

実線枠：シェル要素

破線枠：はり要素

▽EL -22.000

2．Ｕデッキ～Ｌデッキ EL -9.0m～EL -12.5m 

3．Ｌデッキ EL -12.5m 

▽EL-9.0m

▽EL-12.5m 

▽EL-22.0m 

▽EL-12.5m

スクリーンはモデル化せず 

重量をＵデッキ及びＬデッキの

接続部に 1/2 ずつ作用させる。 
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図 4－5 Ｌデッキ～アンカーコンクリート部応力照査箇所 

Lデッキ～鉛直管主桁

（赤）

サイドポール

（緑）

サイドポール[一般部]

（水色）

サイドポール[接続管部]

（オレンジ）

サイドポールは一部シェル要素

▽EL -12.500

▽EL -22.000

凡例

実線枠：シェル要素

破線枠：はり要素

4．Ｌデッキ主桁（Ｌデッキ～アンカーフレーム間） EL -12.5m～EL -22.0m 

（単位:m） 

▽EL-12.5m 

▽EL-22.0m 
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図 4－6 鉛直管及び接続管部応力照査箇所 

5．鉛直管及び接続管（Ｌデッキ～アンカーフレーム間） EL -12.5m～EL -22.0m 

▽EL-12.5m

▽EL-22.0m
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図 4－7 アンカーフレーム部応力照査箇所 

アンカーフレーム 底板

（茶）
アンカーフレーム 主桁

（水色）

アンカーフレーム 接続管位置桁

（緑） アンカーフレーム クロスビーム

（オレンジ）

斜材

（紫）

▽EL -22.000

(単位：m)

凡例

実線枠：シェル要素

破線枠：はり要素

6．アンカーフレーム EL -22.0m 

▽EL-22.0m 
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4.5 解析ケース 

取水口の応力解析を実施する解析ケースは「3.7 地震応答解析結果」により決定さ

れた，南北断面の地震応答解析におけるＳｓ－Ｄ（＋＋）の解析ケース①～③であ

る。それぞれの解析ケースにつき，「4.3 地震時荷重の作用方向」に記載した 4 ケー

スに分けて，応力解析を行う。

実施する応力解析ケース一覧を表 4－2～表 4－4 に示す。

表 4－2 解析ケース①（Ｓｓ－Ｄ（＋＋）（南北断面）） 

入力 

地震動 
地震力方向及び組合せ 

Ｓｓ－Ｄ（＋＋） ケース名 水平 鉛直 

ケース①

ケースＡ 1.0Fx+0.4Fy 

1.0Fz 
ケースＢ -1.0Fx+0.4Fy

ケースＣ 0.4Fx+1.0Fy 

ケースＤ -0.4Fx+1.0Fy

表 4－3 解析ケース②（Ｓｓ－Ｄ（＋＋）（南北断面）） 

入力 

地震動 
地震力方向及び組合せ 

Ｓｓ－Ｄ（＋＋） ケース名 水平 鉛直 

ケース②

ケースＡ 1.0Fx+0.4Fy 

1.0Fz 
ケースＢ -1.0Fx+0.4Fy

ケースＣ 0.4Fx+1.0Fy 

ケースＤ -0.4Fx+1.0Fy

表 4－4 解析ケース③（Ｓｓ－Ｄ（＋＋）（南北断面）） 

入力 

地震動 
地震力方向及び組合せ 

Ｓｓ－Ｄ（＋＋） ケース名 水平 鉛直 

ケース③

ケースＡ 1.0Fx+0.4Fy 

1.0Fz 
ケースＢ -1.0Fx+0.4Fy

ケースＣ 0.4Fx+1.0Fy 

ケースＤ -0.4Fx+1.0Fy
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5. 耐震評価

5.1 許容限界 

許容限界は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

5.1.1 構造部材の健全性に対する許容限界 

鋼材及び鋼製管部材の許容限界は，「鋼構造設計規準－許容応力度法－（日本

建築学会，2005 年改定）」に基づき，短期許容応力度とする。鋼材の短期許容応

力度を表 5－1 に示す。 

表 5－1 鋼材の短期許容応力度 

鋼材の種類 項 目 
短期許容応力度 

(N/mm2) 

SS400 

短期許容圧縮応力度 cf 別途算出＊ 

短期許容引張応力度 tf 235 

短期許容せん断応力度 sf 135 

短期許容曲げ応力度 bf 235 

注記＊：短期許容圧縮応力度 cf については，以下の式にて算出する。 

λ≦Λ のとき 

・𝑓𝑐 =
{1−0.4(

𝜆

𝛬
)

2
}𝐹


× 1.5

λ＞Λ のとき 

・𝑓𝑐 =
0.277𝐹

(
𝜆

𝛬
)

2 × 1.5 

ここで， 

・  ：圧縮材の細長比 

・ ：
3

2
+

2

3
(
λ

Λ
)

2

・ F ：235N/mm2 

・ ：限界細長比で√
𝜋2𝐸

0.6F 

・ E ：ヤング係数 
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(1) 鋼板部材（シェル要素）

鋼板部材に生じる垂直応力度及びせん断応力度から，組合せ応力度を「鋼構造

設計規準－許容応力度法－（日本建築学会，2005 年改定）」に基づく次式により

算定し，鋼材の短期許容引張応力度以下であることを確認する。 

・𝜎𝑚 ≦ 𝑓𝑡

・𝜎𝑚 = √𝜎𝑥
 2 + 𝜎𝑦

 2 − 𝜎𝑥𝜎𝑦 + 3𝜏𝑥𝑦
  2

ここで， 

・𝜎𝑚 ：組合せ応力度（N/mm2） 

・𝑓𝑡 ：鋼材の許容引張応力度（=235N/mm2）

・𝜎𝑥 ：要素座標系におけるｘ方向直応力 

・𝜎𝑦 ：要素座標系におけるｙ方向直応力

・𝜏𝑥𝑦 ：要素座標系におけるｘｙ面内せん断力 

(2) 鋼管部材（はり要素）

鋼管部材に生じる垂直応力度及びせん断応力度が，「鋼構造設計規準－許容応

力度法－（日本建築学会，2005 年改定）」に基づく次式を満足することを確認す

る。 

a. 圧縮力と曲げモーメントを受ける部材

𝜎𝑐

𝑓𝑐
+

𝜎 𝑏𝑐

𝑓𝑏
≤ 1  かつ  

𝜎 −𝑏𝑡 𝜎𝑐

𝑓𝑡
≤ 1

ここで， 

・𝑓𝑐 ：許容圧縮応力度 

・𝑓𝑏 ：許容曲げ応力度 

・𝑓𝑡 ：許容引張応力度 

・𝜎𝑐 = N/𝐴 ：平均圧縮応力度 

𝜎𝑏𝑐 = M/𝑍𝑐 ：圧縮側曲げ応力度 

𝜎𝑏𝑡 = M/𝑍𝑡 ：引張り側曲げ応力度 

・N ：圧縮力 

・M ：曲げモーメント 

・A ：全断面積 

・𝑍𝑐 ：圧縮側断面係数 

・𝑍𝑡 ：引張側断面係数 
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b. 引張力と曲げモーメントを受ける部材

𝜎𝑡+ 𝜎 𝑏𝑡

𝑓𝑡
≤ 1  かつ  

𝜎 −𝑏𝑐 𝜎𝑡

𝑓𝑏
≤ 1

ここで， 

・𝜎𝑡 = T/𝐴𝑁 ：平均引張応力度 

・T ：引張力 

・𝐴𝑁 ：有効断面積 

c. せん断力を受ける鋼管部材

・
𝜏

𝑓𝑠
≦ 1

ここで， 

・𝑓𝑠 ：許容せん断応力度 

・𝜏 ：せん断応力度 

5.1.2 アンカーコンクリートの健全性に対する許容限界 

アンカーコンクリートは支持岩盤に岩着されており，取水口を海底に固定する

役割を持つ構造物である。地震力等による滑動や転倒に対する抵抗力として寄与

しているため，アンカーコンクリートが健全であることが，取水口の耐震安全性

評価において前提となる。 

アンカーコンクリートの健全性に対する許容限界を表 5－2 に示す。

表 5－2 基礎地盤の支持性能に対する許容限界 

評価項目 算定式 許容限界 

アンカーコンクリート

ｆ ’ｃｋ＝20.6（N/mm2） 

圧縮強度（N/mm2） ｆ ’ｃｋ 20.6 

引張強度（N/mm2） 0.23ｆ ’ｃｋ
2/3 1.72 
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5.1.3 基礎地盤の支持性能に対する許容限界 

基礎地盤に発生する接地圧に対する許容限界は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に

係る基本方針」に基づき，岩盤の極限支持力度とする。 

基礎地盤の支持性能に対する許容限界を表 5－3 に示す。 

表 5－3 基礎地盤の支持性能に対する許容限界 

基礎地盤 
極限支持力度 

（N/mm2） 

ＣL 級岩盤 3.9 

5.2 評価方法 

取水口の構造部材の耐震評価及びアンカーコンクリートの耐震評価は，「4. 応力

解析」に基づく発生応力度が，「5.1 許容限界」で設定した許容限界以下であること

を確認する。 

また，基礎地盤の支持性能評価は，「3. 地震応答解析」に基づく最大接地圧が，

「5.1 許容限界」で設定した許容限界以下であることを確認する。 
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6. 耐震評価結果

6.1 構造部材の健全性に対する評価結果 

「4.5 解析ケース」で記した解析ケース毎の構造部材の応力度に対する各評価位置

での最大照査値を表 6－1～表 6－24 に示す。その際の，最大照査値の発生位置図を図

6－1～図 6－12 に示す。 

表 6－1～表 6－24 より，すべての評価対象部材に対して発生する応力度が許容限界

以下であることを確認した。 

表 6－1 解析ケース①（Ｓｓ－Ｄ（＋＋））ケースＡ 

応力度に対する各評価位置での最大照査値 

（水平 2 方向，シェル要素） 

評価位置 地震動 
応力度 

σ (N/mm2) 
照査値 

Ｕデッキ デッキプレート Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 27.2 0.12 

Ｕデッキ ビーム交差部 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 73.5 0.32 

Ｕデッキ 主桁 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 109.1 0.47 

Ｕデッキ 斜材交差部 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 65.2 0.28 

Ｕデッキ クロスビーム Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 18.4 0.08 

メインスクリーン Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 72.2 0.31 

補助スクリーン Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 21.6 0.10 

Ｌデッキ デッキプレート Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 25.4 0.11 

Ｌデッキ デッキ外縁材 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 17.6 0.08 

Ｌデッキ クロスビーム Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 28.6 0.13 

砂止め Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 21.2 0.10 

Ｌデッキ～鉛直管主桁 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 63.0 0.27 

サイドポール Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 37.5 0.16 

鉛直管 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 85.7 0.37 

接続管 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 115.3 0.50 

接続管 スティフナー Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 97.9 0.42 

アンカーフレーム 底板 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 1.3 0.01 

アンカーフレーム 主桁 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 3.6 0.02 

アンカーフレーム 接続管位置桁 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 3.3 0.02 

アンカーフレーム クロスビーム Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 2.5 0.02 
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表 6－2 解析ケース①（Ｓｓ－Ｄ（＋＋））ケースＡ 

応力度に対する各評価位置での最大照査値 

（水平 2 方向，はり要素） 

評価位置 地震動 

照査値 

圧縮と曲げ 引張と曲げ 
せん断 

＊1 ＊2 ＊3 ＊4 

ストラット Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 0.20 0.16 0.15 0.14 0.04 

斜材 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 0.57 0.17 0.48 0.14 0.20 

サイドポール（一般部） Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 0.11 0.07 0.08 0.07 0.02 

サイドポール（接続管部） Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 0.10 0.04 - - 0.02 

注記＊1：圧縮軸応力及び曲げ応力を受ける部材で，σ c/fc+σb/fb 

＊2：圧縮軸応力及び曲げ応力を受ける部材で，(σb-σc)/ft 

＊3：引張軸応力及び曲げ応力を受ける部材で，(σt+σb)/ft 

＊4：引張軸応力及び曲げ応力を受ける部材で，(σb-σt)/fb 

 

 

図 6－1 最大照査値発生箇所図 

最大照査値発生箇所（はり要素） 

最大照査値発生箇所（シェル要素） 

▽EL-12.5m

▽EL-22.0m
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表 6－3 解析ケース①（Ｓｓ－Ｄ（＋＋））ケースＢ 

応力度に対する各評価位置での最大照査値 

（水平 2 方向，シェル要素） 

評価位置 地震動 応力σ (N/mm2) 照査値 

Ｕデッキ デッキプレート Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 26.2 0.12 

Ｕデッキ ビーム交差部 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 69.0 0.30 

Ｕデッキ 主桁 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 107.8 0.46 

Ｕデッキ 斜材交差部 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 65.1 0.28 

Ｕデッキ クロスビーム Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 18.6 0.08 

メインスクリーン Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 73.7 0.32 

補助スクリーン Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 21.2 0.10 

Ｌデッキ デッキプレート Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 24.7 0.11 

Ｌデッキ デッキ外縁材 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 17.5 0.08 

Ｌデッキ クロスビーム Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 30.2 0.13 

砂止め Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 17.2 0.08 

Ｌデッキ～鉛直管主桁 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 60.1 0.26 

サイドポール Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 30.1 0.13 

鉛直管 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 81.5 0.35 

接続管 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 110.8 0.48 

接続管 スティフナー Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 82.1 0.35 

アンカーフレーム 底板 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 1.3 0.01 

アンカーフレーム 主桁 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 3.9 0.02 

アンカーフレーム 接続管位置桁 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 2.6 0.02 

アンカーフレーム クロスビーム Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 2.4 0.02 
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表 6－4 解析ケース①（Ｓｓ－Ｄ（＋＋））ケースＢ 

応力度に対する各評価位置での最大照査値 

（水平 2 方向，はり要素） 

評価位置 地震動 

照査値 

圧縮と曲げ 引張と曲げ 
せん断 

＊1 ＊2 ＊3 ＊4 

ストラット Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 0.19 0.15 0.16 0.15 0.04 

斜材 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 0.57 0.14 0.47 0.17 0.20 

サイドポール（一般部） Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 0.11 0.07 0.08 0.07 0.02 

サイドポール（接続管部） Ｓｓ－Ｄ（＋＋） - - 0.08 0.06 0.02 

注記＊1：圧縮軸応力及び曲げ応力を受ける部材で，σ c/fc+σb/fb 

＊2：圧縮軸応力及び曲げ応力を受ける部材で，(σb-σc)/ft 

＊3：引張軸応力及び曲げ応力を受ける部材で，(σt+σb)/ft 

＊4：引張軸応力及び曲げ応力を受ける部材で，(σb-σt)/fb 

 

図 6－2 最大照査値発生箇所図 

最大照査値発生箇所（はり要素） 

最大照査値発生箇所（シェル要素） 

▽EL-12.5m

▽EL-22.0m
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表 6－5 解析ケース①（Ｓｓ－Ｄ（＋＋））ケースＣ 

応力度に対する各評価位置での最大照査値 

（水平 2 方向，シェル要素） 

評価位置 地震動 応力σ (N/mm2) 照査値 

Ｕデッキ デッキプレート Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 27.5 0.12 

Ｕデッキ ビーム交差部 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 71.6 0.31 

Ｕデッキ 主桁 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 111.9 0.48 

Ｕデッキ 斜材交差部 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 63.6 0.28 

Ｕデッキ クロスビーム Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 18.9 0.09 

メインスクリーン Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 73.1 0.32 

補助スクリーン Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 20.4 0.09 

Ｌデッキ デッキプレート Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 37.3 0.16 

Ｌデッキ デッキ外縁材 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 19.7 0.09 

Ｌデッキ クロスビーム Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 34.2 0.15 

砂止め Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 25.6 0.11 

Ｌデッキ～鉛直管主桁 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 78.7 0.34 

サイドポール Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 37.5 0.16 

鉛直管 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 141.0 0.60 

接続管 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 183.4 0.79 

接続管 スティフナー Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 185.6 0.79 

アンカーフレーム 底板 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 1.4 0.01 

アンカーフレーム 主桁 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 4.3 0.02 

アンカーフレーム 接続管位置桁 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 3.1 0.02 

アンカーフレーム クロスビーム Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 2.5 0.02 
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表 6－6 解析ケース①（Ｓｓ－Ｄ（＋＋））ケースＣ 

応力度に対する各評価位置での最大照査値 

（水平 2 方向，はり要素） 

評価位置 地震動 

照査値 

圧縮と曲げ 引張と曲げ 
せん断 

＊1 ＊2 ＊3 ＊4 

ストラット Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 0.19 0.15 0.14 0.13 0.04 

斜材 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 0.56 0.14 0.48 0.16 0.20 

サイドポール（一般部） Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 0.13 0.09 0.11 0.10 0.02 

サイドポール（接続管部） Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 0.19 0.15 - - 0.03 

注記＊1：圧縮軸応力及び曲げ応力を受ける部材で，σ c/fc+σb/fb 

＊2：圧縮軸応力及び曲げ応力を受ける部材で，(σb-σc)/ft 

＊3：引張軸応力及び曲げ応力を受ける部材で，(σt+σb)/ft 

＊4：引張軸応力及び曲げ応力を受ける部材で，(σb-σt)/fb 

 

図 6－3 最大照査値発生箇所図 

最大照査値発生箇所（はり要素） 

最大照査値発生箇所（シェル要素） 

▽EL-12.5m

▽EL-22.0m
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表 6－7 解析ケース①（Ｓｓ－Ｄ（＋＋））ケースＤ 

応力度に対する各評価位置での最大照査値 

（水平 2 方向，シェル要素） 

評価位置 地震動 応力σ (N/mm2) 照査値 

Ｕデッキ デッキプレート Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 28.0 0.12 

Ｕデッキ ビーム交差部 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 73.6 0.32 

Ｕデッキ 主桁 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 112.6 0.48 

Ｕデッキ 斜材交差部 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 67.2 0.29 

Ｕデッキ クロスビーム Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 19.1 0.09 

メインスクリーン Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 75.5 0.33 

補助スクリーン Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 20.3 0.09 

Ｌデッキ デッキプレート Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 37.0 0.16 

Ｌデッキ デッキ外縁材 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 18.8 0.08 

Ｌデッキ クロスビーム Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 30.5 0.13 

砂止め Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 20.6 0.09 

Ｌデッキ～鉛直管主桁 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 75.8 0.33 

サイドポール Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 38.5 0.17 

鉛直管 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 137.2 0.59 

接続管 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 178.9 0.77 

接続管 スティフナー Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 168.9 0.72 

アンカーフレーム 底板 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 1.4 0.01 

アンカーフレーム 主桁 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 4.2 0.02 

アンカーフレーム 接続管位置桁 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 2.5 0.02 

アンカーフレーム クロスビーム Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 2.5 0.02 
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表 6－8 解析ケース①（Ｓｓ－Ｄ（＋＋））ケースＤ 

応力度に対する各評価位置での最大照査値 

（水平 2 方向，はり要素） 

評価位置 地震動 

照査値 

圧縮と曲げ 引張と曲げ 
せん断 

＊1 ＊2 ＊3 ＊4 

ストラット Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 0.18 0.14 0.15 0.14 0.03 

斜材 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 0.58 0.15 0.47 0.15 0.20 

サイドポール（一般部） Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 0.14 0.10 0.10 0.09 0.02 

サイドポール（接続管部） Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 0.17 0.16 - - 0.03 

注記＊1：圧縮軸応力及び曲げ応力を受ける部材で，σ c/fc+σb/fb 

＊2：圧縮軸応力及び曲げ応力を受ける部材で，(σb-σc)/ft 

＊3：引張軸応力及び曲げ応力を受ける部材で，(σt+σb)/ft 

＊4：引張軸応力及び曲げ応力を受ける部材で，(σb-σt)/fb 

 

図 6－4 最大照査値発生箇所図 

最大照査値発生箇所（はり要素） 

最大照査値発生箇所（シェル要素） 

▽EL-12.5m

▽EL-22.0m
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表 6－9 解析ケース②（Ｓｓ－Ｄ（＋＋））ケースＡ 

応力度に対する各評価位置での最大照査値 

（水平 2 方向，シェル要素） 

評価位置 地震動 応力σ (N/mm2) 照査値 

Ｕデッキ デッキプレート Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 26.1 0.12 

Ｕデッキ ビーム交差部 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 70.4 0.30 

Ｕデッキ 主桁 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 104.2 0.45 

Ｕデッキ 斜材交差部 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 62.3 0.27 

Ｕデッキ クロスビーム Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 17.5 0.08 

メインスクリーン Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 69.7 0.30 

補助スクリーン Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 21.1 0.09 

Ｌデッキ デッキプレート Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 24.4 0.11 

Ｌデッキ デッキ外縁材 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 18.3 0.08 

Ｌデッキ クロスビーム Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 28.0 0.12 

砂止め Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 20.8 0.09 

Ｌデッキ～鉛直管主桁 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 60.5 0.26 

サイドポール Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 36.6 0.16 

鉛直管 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 83.7 0.36 

接続管 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 112.9 0.49 

接続管 スティフナー Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 97.0 0.42 

アンカーフレーム 底板 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 1.4 0.01 

アンカーフレーム 主桁 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 3.6 0.02 

アンカーフレーム 接続管位置桁 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 3.3 0.02 

アンカーフレーム クロスビーム Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 2.5 0.02 
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表 6－10 解析ケース②（Ｓｓ－Ｄ（＋＋））ケースＡ 

応力度に対する各評価位置での最大照査値 

（水平 2 方向，はり要素） 

評価位置 地震動 

照査値 

圧縮と曲げ 引張と曲げ 
せん断 

＊1 ＊2 ＊3 ＊4 

ストラット Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 0.19 0.15 0.14 0.13 0.04 

斜材 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 0.54 0.16 0.45 0.14 0.19 

サイドポール（一般部） Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 0.11 0.07 0.08 0.07 0.02 

サイドポール（接続管部） Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 0.10 0.04 - - 0.02 

注記＊1：圧縮軸応力及び曲げ応力を受ける部材で，σ c/fc+σb/fb 

＊2：圧縮軸応力及び曲げ応力を受ける部材で，(σb-σc)/ft 

＊3：引張軸応力及び曲げ応力を受ける部材で，(σt+σb)/ft 

＊4：引張軸応力及び曲げ応力を受ける部材で，(σb-σt)/fb 

 

 

図 6－5 最大照査値発生箇所図 

最大照査値発生箇所（はり要素） 

最大照査値発生箇所（シェル要素） 

▽EL-12.5m

▽EL-22.0m
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表 6－11 解析ケース②（Ｓｓ－Ｄ（＋＋））ケースＢ 

応力度に対する各評価位置での最大照査値 

（水平 2 方向，シェル要素） 

評価位置 地震動 応力σ (N/mm2) 照査値 

Ｕデッキ デッキプレート Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 25.1 0.11 

Ｕデッキ ビーム交差部 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 66.0  0.29  

Ｕデッキ 主桁 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 103.0  0.44  

Ｕデッキ 斜材交差部 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 62.2  0.27  

Ｕデッキ クロスビーム Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 18.0  0.08  

メインスクリーン Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 71.3  0.31  

補助スクリーン Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 20.6  0.09  

Ｌデッキ デッキプレート Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 23.6  0.11  

Ｌデッキ デッキ外縁材 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 18.2  0.08  

Ｌデッキ クロスビーム Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 29.4  0.13  

砂止め Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 16.9  0.08  

Ｌデッキ～鉛直管主桁 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 57.5  0.25  

サイドポール Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 28.8  0.13  

鉛直管 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 79.3  0.34  

接続管 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 108.2  0.47  

接続管 スティフナー Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 79.9  0.35  

アンカーフレーム 底板 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 1.3  0.01  

アンカーフレーム 主桁 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 3.9  0.02  

アンカーフレーム 接続管位置桁 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 2.6  0.02  

アンカーフレーム クロスビーム Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 2.5  0.02  
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表 6－12 解析ケース②（Ｓｓ－Ｄ（＋＋））ケースＢ 

応力度に対する各評価位置での最大照査値 

（水平 2 方向，はり要素） 

評価位置 地震動 

照査値 

圧縮と曲げ 引張と曲げ 
せん断 

＊1 ＊2 ＊3 ＊4 

ストラット Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 0.18 0.14 0.15 0.14 0.04 

斜材 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 0.54 0.13 0.45 0.16 0.19 

サイドポール（一般部） Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 0.11 0.06 0.07 0.07 0.02 

サイドポール（接続管部） Ｓｓ－Ｄ（＋＋） - - 0.07 0.06 0.02 

注記＊1：圧縮軸応力及び曲げ応力を受ける部材で，σ c/fc+σb/fb 

＊2：圧縮軸応力及び曲げ応力を受ける部材で，(σb-σc)/ft 

＊3：引張軸応力及び曲げ応力を受ける部材で，(σt+σb)/ft 

＊4：引張軸応力及び曲げ応力を受ける部材で，(σb-σt)/fb 

 

図 6－6 最大照査値発生箇所図 

最大照査値発生箇所（はり要素） 

最大照査値発生箇所（シェル要素） 

▽EL-12.5m

▽EL-22.0m
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表 6－13 解析ケース②（Ｓｓ－Ｄ（＋＋））ケースＣ 

応力度に対する各評価位置での最大照査値 

（水平 2 方向，シェル要素） 

評価位置 地震動 応力σ (N/mm2) 照査値 

Ｕデッキ デッキプレート Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 26.3 0.12 

Ｕデッキ ビーム交差部 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 68.5 0.30 

Ｕデッキ 主桁 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 107.0 0.46 

Ｕデッキ 斜材交差部 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 60.7 0.26 

Ｕデッキ クロスビーム Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 18.1 0.08 

メインスクリーン Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 70.6 0.31 

補助スクリーン Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 19.8 0.09 

Ｌデッキ デッキプレート Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 36.4 0.16 

Ｌデッキ デッキ外縁材 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 20.4 0.09 

Ｌデッキ クロスビーム Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 33.4 0.15 

砂止め Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 25.1 0.11 

Ｌデッキ～鉛直管主桁 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 76.1 0.33 

サイドポール Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 36.8 0.16 

鉛直管 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 138.1 0.59 

接続管 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 180.2 0.77 

接続管 スティフナー Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 184.1 0.79 

アンカーフレーム 底板 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 1.4 0.01 

アンカーフレーム 主桁 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 4.3 0.02 

アンカーフレーム 接続管位置桁 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 3.1 0.02 

アンカーフレーム クロスビーム Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 2.6 0.02 
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表 6－14 解析ケース②（Ｓｓ－Ｄ（＋＋））ケースＣ 

応力度に対する各評価位置での最大照査値 

（水平 2 方向，はり要素） 

評価位置 地震動 

照査値 

圧縮と曲げ 引張と曲げ 
せん断 

＊1 ＊2 ＊3 ＊4 

ストラット Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 0.18 0.14 0.13 0.13 0.04 

斜材 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 0.54 0.13 0.46 0.15 0.19 

サイドポール（一般部） Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 0.13 0.09 0.11 0.10 0.02 

サイドポール（接続管部） Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 0.18 0.14 - - 0.03 

注記＊1：圧縮軸応力及び曲げ応力を受ける部材で，σ c/fc+σb/fb 

＊2：圧縮軸応力及び曲げ応力を受ける部材で，(σb-σc)/ft 

＊3：引張軸応力及び曲げ応力を受ける部材で，(σt+σb)/ft 

＊4：引張軸応力及び曲げ応力を受ける部材で，(σb-σt)/fb 

 

図 6－7 最大照査値発生箇所図 

最大照査値発生箇所（はり要素） 

最大照査値発生箇所（シェル要素） 

▽EL-12.5m

▽EL-22.0m
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表 6－15 解析ケース②（Ｓｓ－Ｄ（＋＋））ケースＤ 

応力度に対する各評価位置での最大照査値 

（水平 2 方向，シェル要素） 

評価位置 地震動 応力σ (N/mm2) 照査値 

Ｕデッキ デッキプレート Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 26.8 0.12 

Ｕデッキ ビーム交差部 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 70.5 0.31 

Ｕデッキ 主桁 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 107.7 0.46 

Ｕデッキ 斜材交差部 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 64.3 0.28 

Ｕデッキ クロスビーム Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 18.2 0.08 

メインスクリーン Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 72.9 0.32 

補助スクリーン Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 19.7 0.09 

Ｌデッキ デッキプレート Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 36.0 0.16 

Ｌデッキ デッキ外縁材 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 19.5 0.09 

Ｌデッキ クロスビーム Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 29.8 0.13 

砂止め Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 20.3 0.09 

Ｌデッキ～鉛直管主桁 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 72.9 0.32 

サイドポール Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 37.9 0.17 

鉛直管 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 134.1 0.58 

接続管 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 175.4 0.75 

接続管 スティフナー Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 168.0 0.72 

アンカーフレーム 底板 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 1.4 0.01 

アンカーフレーム 主桁 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 4.2 0.02 

アンカーフレーム 接続管位置桁 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 2.6 0.02 

アンカーフレーム クロスビーム Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 2.6 0.02 
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表 6－16 解析ケース②（Ｓｓ－Ｄ（＋＋））ケースＤ 

応力度に対する各評価位置での最大照査値 

（水平 2 方向，はり要素） 

評価位置 地震動 

照査値 

圧縮と曲げ 引張と曲げ 
せん断 

＊1 ＊2 ＊3 ＊4 

ストラット Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 0.17 0.13 0.14 0.13 0.03 

斜材 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 0.55 0.14 0.44 0.14 0.20 

サイドポール（一般部） Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 0.14 0.10 0.09 0.09 0.02 

サイドポール（接続管部） Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 0.17 0.16 - - 0.03 

注記＊1：圧縮軸応力及び曲げ応力を受ける部材で，σ c/fc+σb/fb  

＊2：圧縮軸応力及び曲げ応力を受ける部材で，(σb-σc)/ft  

＊3：引張軸応力及び曲げ応力を受ける部材で，(σt+σb)/ft  

＊4：引張軸応力及び曲げ応力を受ける部材で，(σb-σt)/fb  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6－8 最大照査値発生箇所図 

  

最大照査値発生箇所（はり要素） 

最大照査値発生箇所（シェル要素） 

▽EL-12.5m   

▽EL-22.0m   
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表 6－17 解析ケース③（Ｓｓ－Ｄ（＋＋））ケースＡ 

応力度に対する各評価位置での最大照査値 

（水平 2 方向，シェル要素） 

評価位置 地震動 応力σ (N/mm2) 照査値 

Ｕデッキ デッキプレート Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 28.0 0.12 

Ｕデッキ ビーム交差部 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 75.5 0.33 

Ｕデッキ 主桁 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 112.3 0.48 

Ｕデッキ 斜材交差部 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 67.1 0.29 

Ｕデッキ クロスビーム Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 18.9 0.09 

メインスクリーン Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 73.6 0.32 

補助スクリーン Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 21.9 0.10 

Ｌデッキ デッキプレート Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 26.1 0.12 

Ｌデッキ デッキ外縁材 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 16.8 0.08 

Ｌデッキ クロスビーム Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 28.9 0.13 

砂止め Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 21.5 0.10 

Ｌデッキ～鉛直管主桁 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 64.7 0.28 

サイドポール Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 38.0 0.17 

鉛直管 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 87.2 0.38 

接続管 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 117.1 0.50 

接続管 スティフナー Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 98.6 0.42 

アンカーフレーム 底板 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 1.3 0.01 

アンカーフレーム 主桁 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 3.5 0.02 

アンカーフレーム 接続管位置桁 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 3.3 0.02 

アンカーフレーム クロスビーム Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 2.4 0.02 
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表 6－18 解析ケース③（Ｓｓ－Ｄ（＋＋））ケースＡ 

応力度に対する各評価位置での最大照査値 

（水平 2 方向，はり要素） 

評価位置 地震動 

照査値 

圧縮と曲げ 引張と曲げ 
せん断 

＊1 ＊2 ＊3 ＊4 

ストラット Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 0.21 0.16 0.16 0.15 0.04 

斜材 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 0.58 0.17 0.50 0.15 0.21 

サイドポール（一般部） Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 0.11 0.07 0.08 0.07 0.02 

サイドポール（接続管部） Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 0.10 0.04 - - 0.02 

注記＊1：圧縮軸応力及び曲げ応力を受ける部材で，σ c/fc+σb/fb 

＊2：圧縮軸応力及び曲げ応力を受ける部材で，(σb-σc)/ft 

＊3：引張軸応力及び曲げ応力を受ける部材で，(σt+σb)/ft 

＊4：引張軸応力及び曲げ応力を受ける部材で，(σb-σt)/fb 

 

 

図 6－9 最大照査値発生箇所図 

最大照査値発生箇所（はり要素） 

最大照査値発生箇所（シェル要素） 

▽EL-12.5m

▽EL-22.0m
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表 6－19 解析ケース③（Ｓｓ－Ｄ（＋＋））ケースＢ 

応力度に対する各評価位置での最大照査値 

（水平 2 方向，シェル要素） 

評価位置 地震動 応力σ (N/mm2) 照査値 

Ｕデッキ デッキプレート Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 27.0 0.12 

Ｕデッキ ビーム交差部 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 71.0 0.31 

Ｕデッキ 主桁 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 111.0 0.48 

Ｕデッキ 斜材交差部 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 67.1 0.29 

Ｕデッキ クロスビーム Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 19.1 0.09 

メインスクリーン Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 75.2 0.33 

補助スクリーン Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 21.5 0.10 

Ｌデッキ デッキプレート Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 25.4 0.11 

Ｌデッキ デッキ外縁材 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 16.9 0.08 

Ｌデッキ クロスビーム Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 30.7 0.14 

砂止め Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 17.4 0.08 

Ｌデッキ～鉛直管主桁 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 61.8 0.27 

サイドポール Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 31.1 0.14 

鉛直管 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 83.2 0.36 

接続管 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 113.0 0.49 

接続管 スティフナー Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 83.8 0.36 

アンカーフレーム 底板 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 1.2 0.01 

アンカーフレーム 主桁 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 3.9 0.02 

アンカーフレーム 接続管位置桁 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 2.6 0.02 

アンカーフレーム クロスビーム Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 2.4 0.02 
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表 6－20 解析ケース③（Ｓｓ－Ｄ（＋＋））ケースＢ 

応力度に対する各評価位置での最大照査値 

（水平 2 方向，はり要素） 

評価位置 地震動 

照査値 

圧縮と曲げ 引張と曲げ 
せん断 

＊1 ＊2 ＊3 ＊4 

ストラット Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 0.19 0.15 0.17 0.15 0.04 

斜材 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 0.59 0.14 0.49 0.17 0.21 

サイドポール（一般部） Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 0.11 0.07 0.08 0.07 0.02 

サイドポール（接続管部） Ｓｓ－Ｄ（＋＋） - - 0.08 0.07 0.02 

注記＊1：圧縮軸応力及び曲げ応力を受ける部材で，σ c/fc+σb/fb 

＊2：圧縮軸応力及び曲げ応力を受ける部材で，(σb-σc)/ft 

＊3：引張軸応力及び曲げ応力を受ける部材で，(σt+σb)/ft 

＊4：引張軸応力及び曲げ応力を受ける部材で，(σb-σt)/fb 

 

図 6－10 最大照査値発生箇所図 

最大照査値発生箇所（はり要素） 

最大照査値発生箇所（シェル要素） 

▽EL-12.5m

▽EL-22.0m
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表 6－21 解析ケース③（Ｓｓ－Ｄ（＋＋））ケースＣ 

応力度に対する各評価位置での最大照査値 

（水平 2 方向，シェル要素） 

評価位置 地震動 応力σ (N/mm2) 照査値 

Ｕデッキ デッキプレート Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 28.2 0.13 

Ｕデッキ ビーム交差部 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 73.6 0.32 

Ｕデッキ 主桁 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 115.2 0.50 

Ｕデッキ 斜材交差部 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 65.4 0.28 

Ｕデッキ クロスビーム Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 19.4 0.09 

メインスクリーン Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 74.5 0.32 

補助スクリーン Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 20.7 0.09 

Ｌデッキ デッキプレート Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 38.0 0.17 

Ｌデッキ デッキ外縁材 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 19.0 0.09 

Ｌデッキ クロスビーム Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 34.7 0.15 

砂止め Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 25.9 0.12 

Ｌデッキ～鉛直管主桁 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 80.6 0.35 

サイドポール Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 37.9 0.17 

鉛直管 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 143.3 0.61 

接続管 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 186.2 0.80 

接続管 スティフナー Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 187.2 0.80 

アンカーフレーム 底板 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 1.3 0.01 

アンカーフレーム 主桁 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 4.3 0.02 

アンカーフレーム 接続管位置桁 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 3.0 0.02 

アンカーフレーム クロスビーム Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 2.5 0.02 
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表 6－22 解析ケース③（Ｓｓ－Ｄ（＋＋））ケースＣ 

応力度に対する各評価位置での最大照査値 

（水平 2 方向，はり要素） 

評価位置 地震動 

照査値 

圧縮と曲げ 引張と曲げ 
せん断 

＊1 ＊2 ＊3 ＊4 

ストラット Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 0.20 0.15 0.15 0.14 0.04 

斜材 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 0.58 0.15 0.50 0.17 0.21 

サイドポール（一般部） Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 0.13 0.09 0.11 0.10 0.02 

サイドポール（接続管部） Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 0.19 0.15 - - 0.03 

注記＊1：圧縮軸応力及び曲げ応力を受ける部材で，σ c/fc+σb/fb 

＊2：圧縮軸応力及び曲げ応力を受ける部材で，(σb-σc)/ft 

＊3：引張軸応力及び曲げ応力を受ける部材で，(σt+σb)/ft 

＊4：引張軸応力及び曲げ応力を受ける部材で，(σb-σt)/fb 

 

図 6－11 最大照査値発生箇所図 

最大照査値発生箇所（はり要素） 

最大照査値発生箇所（シェル要素） 

▽EL-12.5m

▽EL-22.0m
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表 6－23 解析ケース③（Ｓｓ－Ｄ（＋＋））ケースＤ 

応力度に対する各評価位置での最大照査値 

（水平 2 方向，シェル要素） 

評価位置 地震動 応力σ (N/mm2) 照査値 

Ｕデッキ デッキプレート Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 28.8 0.13 

Ｕデッキ ビーム交差部 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 75.6 0.33 

Ｕデッキ 主桁 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 115.9 0.50 

Ｕデッキ 斜材交差部 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 69.1 0.30 

Ｕデッキ クロスビーム Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 19.7 0.09 

メインスクリーン Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 77.0 0.33 

補助スクリーン Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 20.7 0.09 

Ｌデッキ デッキプレート Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 37.6 0.17 

Ｌデッキ デッキ外縁材 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 18.0 0.08 

Ｌデッキ クロスビーム Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 30.9 0.14 

砂止め Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 20.9 0.09 

Ｌデッキ～鉛直管主桁 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 77.8 0.34 

サイドポール Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 38.8 0.17 

鉛直管 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 139.7 0.60 

接続管 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 181.9 0.78 

接続管 スティフナー Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 170.1 0.73 

アンカーフレーム 底板 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 1.3 0.01 

アンカーフレーム 主桁 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 4.1 0.02 

アンカーフレーム 接続管位置桁 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 2.5 0.02 

アンカーフレーム クロスビーム Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 2.5 0.02 
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表 6－24 解析ケース③（Ｓｓ－Ｄ（＋＋））ケースＤ 

応力度に対する各評価位置での最大照査値 

（水平 2 方向，はり要素） 

評価位置 地震動 

照査値 

圧縮と曲げ 引張と曲げ 
せん断 

＊1 ＊2 ＊3 ＊4 

ストラット Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 0.18 0.15 0.16 0.15 0.04 

斜材 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 0.60 0.16 0.48 0.16 0.21 

サイドポール（一般部） Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 0.14 0.08 0.10 0.10 0.02 

サイドポール（接続管部） Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 0.18 0.17 - - 0.03 

注記＊1：圧縮軸応力及び曲げ応力を受ける部材で，σ c/fc+σb/fb 

＊2：圧縮軸応力及び曲げ応力を受ける部材で，(σb-σc)/ft 

＊3：引張軸応力及び曲げ応力を受ける部材で，(σt+σb)/ft 

＊4：引張軸応力及び曲げ応力を受ける部材で，(σb-σt)/fb 

 

図 6－12 最大照査値発生箇所図 

最大照査値発生箇所（はり要素） 

最大照査値発生箇所（シェル要素） 

▽EL-12.5m

▽EL-22.0m
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6.2 アンカーコンクリートの健全性に対する評価結果 

アンカーコンクリートの健全性に対する評価対象地震動は，「3. 地震応答解析」

において取水口にとって最も影響を与えた解析ケース，地震動及び時刻（解析ケース

③，Ｓｓ－Ｄ（＋＋），8.55 秒）を選定する。当該時刻については，Ｌデッキ～アン

カーコンクリート上端において発生する曲げモーメント最大時刻と同時刻であること

を確認しており，アンカーコンクリートの評価においても保守的な時刻であると考え

られる。また，アンカーコンクリートの評価においても取水口の構造部材に対する照

査と同様に水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組み合わせによる検討を行う。 

アンカーコンクリート内部に発生する圧縮応力及び引張応力の分布図を図 6－13～図

6－20 に示す。 

引張応力の最大値が確認されたケースＤについて，アンカーコンクリート内部の破

壊の進行状況を確認する図を図 6－21 に示す。 

全ケースの照査結果より引張強度については，許容限界を一部上回る箇所があるも

のの，局所的な破壊となっていることからアンカーコンクリートの健全性に問題がな

いことを確認した。 
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図 6－13 引張応力（最大主応力）分布図（ケースＡ） 

最大値：1.92
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図 6－14 圧縮応力（最小主応力）分布図（ケースＡ） 

最小値：-3.58
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図 6－15 引張応力（最大主応力）分布図（ケースＢ） 

最大値：3.37
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図 6－16 圧縮応力（最小主応力）分布図（ケースＢ） 

  

最小値：-1.97
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図 6－17 引張応力（最大主応力）分布図（ケースＣ） 

最小値：-4.88

最大値：3.22
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図 6－18 圧縮応力（最小主応力）分布図（ケースＣ） 

最小値：-4.88
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図 6－19 引張応力（最大主応力）分布図（ケースＤ） 

最大値：4.68
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図 6－20 圧縮応力（最小主応力）分布図（ケースＤ） 

最小値：-3.41
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図 6－21 引張応力破壊進行状況分布図（ケースＤ） 

A

A

引張応力分布（ケースＤ）

単位：[N/mm²]

A-A断面
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6.3 基礎地盤の支持性能に対する評価結果 

基礎地盤の支持性能に対する評価結果の最大照査値を表 6－25 に示す。また，照査

値最大を示す，地震動Ｓｓ－Ｄ（－－）（（解析ケース①）(南北断面)）における最

大接地圧分布図を図 6－22 に示す。 

取水口の基礎地盤に発生する最大接地圧が，許容限界を下回ることを確認した。 

表 6－25 基礎地盤の支持性能に対する照査結果 

解析 

断面 

解析 

ケース
地震動 

最大接地圧 

Ｒ
ｄ
(N/mm2)

極限支持力 

Ｒ
ｕ
 (N/mm2)

照査値 

Ｒ
ｄ
/Ｒ

ｕ

Ｄ
―
Ｄ
断
面

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.25 3.9 0.07 

－＋ 0.29 3.9 0.08 

＋－ 0.26 3.9 0.07 

－－ 0.32 3.9 0.09 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.22 3.9 0.06 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.24 3.9 0.07 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.27 3.9 0.07 

－＋ 0.16 3.9 0.04 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 0.24 3.9 0.07 

－＋ 0.18 3.9 0.05 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 0.19 3.9 0.05 

－＋ 0.19 3.9 0.05 

② Ｓｓ－Ｄ ＋＋ 0.26 3.9 0.07 

③ Ｓｓ－Ｄ ＋＋ 0.25 3.9 0.07 

Ｅ
―
Ｅ
断
面

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.22 3.9 0.06 

－＋ 0.22 3.9 0.06 

＋－ 0.21 3.9 0.06 

－－ 0.22 3.9 0.06 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.17 3.9 0.05 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.18 3.9 0.05 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.17 3.9 0.05 

－＋ 0.17 3.9 0.05 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 0.16 3.9 0.04 

－＋ 0.16 3.9 0.05 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 0.16 3.9 0.04 

－＋ 0.16 3.9 0.04 
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図 6－22 基礎地盤の最大接地圧分布図 

（解析ケース①，Ｓｓ－Ｄ（－－）(南北断面）) 

0.32

南 北 
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7. まとめ

非常時における海水の通水機能を求められる土木構造物である，取水口について基準地

震動Ｓｓによる地震力に対し，構造部材の健全性及び基礎地盤の支持性能が保たれている

ことを確認した。 

以上のことから，取水口は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，通水機能を維持で

きることを確認した。 



（参考）1－1 

参考資料１ 静的地震力に対する耐震安全性評価 

1. 静的地震力に対する耐震性評価

取水口については，以下の式に基づいて算出するＣクラス施設に求められる静的地震力

（kh＝0.16）を上回る，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して許容応力度法にて耐震評

価を実施していることから，静的地震力による評価は省略する。 

Ｑ
ｉ
=ｎ・Ｚ・Ｃ

ｉ
・Ｗ

ｉ

Ｃ
ｉ
=Ｒ

ｔ
・Ａ

ｉ
・Ｃ

０

ここで， 

・Ｑ
ｉ ：第ｉ層に生じる水平地震力 

・ｎ ：施設の重要度分類に応じた係数 

・Ｚ ：地震地域係数（1.0） 

・Ｃ
ｉ ：第ｉ層の地震層せん断力係数 

・Ｗ
ｉ ：第ｉ層が支える重量 

Ｒ
ｔ ：振動特性係数（0.8） 

Ａ
ｉ ：第ｉ層の地震層せん断力係数の高さ方向の分布係数 

Ｃ
０ ：標準せん断力係数（0.2） 
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参考資料２ 取水口の耐津波性について 

 

1. 概要 

取水口は，沖合いの海底に設置されるとともに構造部材の一部は非埋設であることか

ら，津波来襲時に波力が作用する。 

ここでは，津波来襲時においても，取水口の取水機能が損なわれないことを確認する

ために，取水口の耐津波性について評価を行う。 

 

2. 評価方針 

取水口に作用する津波による荷重が，基準地震動による地震荷重と比較して小さいこ

とを確認する。 

 

3. 評価条件 

3.1 津波波力が作用する構造部材 

津波波力は，地中に埋設された構造部材には作用しないことから，取水口の構造部

材のうち，アンカーコンクリート上端（EL-18.0m）よりも上の構造部材の投影面積に

津波荷重を作用させる。 

 

 

図 3－1 取水口断面図 

  

津波波力を考慮する構造部材 

(単位：mm) 

▽EL-9.0m 

▽EL-18.0m 

▽EL-22.0m 
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3.2 津波波力の算定方法 

取水口に作用する津波波力は，津波の流れの方向に働く抗力 DF とし，「港湾の施設

の技術上の基準・同解説（（社）日本港湾協会，平成19年7月）」より，以下の式にて

求める。 

D

2

DD AuC
2

1
F 

ここで， 

 ：海水の密度で 1.03t/m3とする

DC ：抗力係数

u ：取水口周辺の津波速度で 4.0m/s とする

DA ：流れ方向の投影面積（m2）

ここで津波流速は，「補足-018-02 津波への配慮に関する説明書に係る補足説明資

料」の輪谷湾内の津波流速より設定した。図3－2に示すとおり，取水口周辺の最大流

速分布を踏まえて保守的に4.0m/sとした。 

図3－2 取水口周辺の最大流速算定図（基準津波1（防波堤無し，沈下無し）全方向

最大流速分布（全時刻）） 

取水口周辺最大
流速コンタ図よ
り4.0m/sと設定

取水口周辺最大
流速コンタ図よ
り4.0m/sと設定

取水口周辺最大
流速コンタ図よ
り4.0m/sと設定
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4. 評価結果

4.1 津波波力により作用する荷重 

津波波力として取水口の各構造部材に作用する水平力とアンカーコンクリート上端

に発生するモーメントの値を表 4－1 に示す。モーメントは波力から図 4－1 を参考に

算出する。 

表 4－1 津波波力により取水口に作用する荷重 

図 4－1 アンカーコンクリート上端部のモーメント算出概念図 

項目 区分
水平力

(kN)

基礎コンクリート

上端レベル

DL-18m

からの高さ(m)

モーメント

(kN・m)

Uデッキ 70.04 8.75 612.85

メインスクリーン 119.25 7.00 834.75

スクリーン 636.00 7.00 4451.97

ストラット 98.88 7.00 692.16

Lデッキ 76.63 5.25 402.31

鉛直管 391.40 2.50 978.50

サイドポール 164.80 2.50 412.00

接続管 194.26 1.15 223.40

1751.26 8607.94

水平波力

（津波）

合計

(単位：mm) 
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4.2 地震により作用する荷重 

地震荷重については，Ｕデッキ及びＬデッキにおける震度が最大となるケース（ケ

ース③，Ｓｓ－Ｄ（＋＋））から抽出する。その際の抽出震度を表 4－2 に示す。 

抽出した震度におけるアンカーコンクリート上端に作用する水平力及びモーメント

を表 4－3 に示す。 

表 4－2 地震により取水口に作用する荷重 

注：赤枠で囲った地震動の抽出震度における水平力及びモーメントを使用 

表 4－3 取水口に作用する地震荷重（ケース③，Ｓｓ－Ｄ（＋＋）） 

水平力(kN) モーメント(kN・m)

地震荷重 5980.90 37997.32 

4.3 まとめ 

表 4－4 に地震時の水平力及びモーメント並びに津波来襲時の水平力及びモーメント

を示す。表 4－4 の結果より，津波来襲時の荷重より地震荷重のほうが大きいことを確

認した。 

以上のことから，津波の影響により取水口の通水機能が損なわれることはない。 

表 4－4 各作用力により取水口に作用する荷重 

水平力(kN) モーメント(kN・m)

津波波力による荷重 1751.23 8607.94 

地震による荷重 5980.90 37997.32 
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参考資料３ 取水口の耐波浪性について 

1. 概要

取水口は，沖合いの海底に設置されるとともに構造部材の一部は非埋設であることか

ら，高波時に波力が作用する。 

ここでは，高波時においても，取水口の取水機能が損なわれないことを確認するため

に，設計時において確認している耐波浪性について確認する。 

2. 評価方針

取水口に作用する高波による荷重が，基準地震動による地震荷重と比較して小さいこ

とを確認する。 

3. 評価条件

3.1 波力が作用する構造部材 

波力は，地中に埋設された構造部材には作用しないことから，取水口の構造部材の

うち，アンカーコンクリート上端（EL-18.0m）よりも上の構造部材の投影面積に波力

を作用させる。図 3－1 に取水口の中で波力を考慮する構造部材を示す。 

図 3－1 取水口断面図 

波力を考慮する構造部材 

(単位：mm) 

▽EL-9.0m

▽EL-18.0m

▽EL-22.0m
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3.2 波浪条件 

耐波浪性の評価において考慮する波浪条件を表3－1に示す。最高波高については，

「島根原子力発電所発電用原子炉設置変更許可申請書 令和3年9月」に記載のある，

発電所防波堤の沖合約200ｍの地点に浪高計を設置して昭和42年9月から昭和54年12月

まで観測した時の値である。輪谷湾内の取水口位置での波高は，輪谷湾の外側の波高

計で観測した値として保守的に設定する。 

表3－1 波浪条件 

最高波高Hmax 

（m） 

周期T 

（s） 

14.8 12.0 

3.3 波力の算定方法 

取水口に作用する波力は，「港湾の施設の技術上の基準・同解説（（社）日本港湾

協会，平成19年7月）」及び「水理公式集（（社）土木学会，2018年版）」より，以下

の式にて求める。 

Fmax = FD + 
D

2
M

F

F

4
 （2FD＞FM の場合） 

Fmax = FM（2FD≦FM の場合） 

抗力 ：FD = h
2

D AuC ρ
2

1

慣性力：FM = hhM VaC ρ

ここに， ρ ：海水の密度（1.03 t/m3） 

CD ：抗力係数 

Ah ：流れの方向に対する物体の投影面積（m2） 

CM ：慣性力係数 

Vh ：慣性力係数に対する物体の対象体積（m3） 

u ：波による水粒子の水平方向速度（m/sec）

ah ：波による水粒子の水平方向加速度（m/sec2）

Fmax = 
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4. 評価結果

4.1 波力により作用する荷重 

波力として取水口の各構造部材に作用する水平力及びアンカーコンクリート上端に

発生するモーメントの値を表 4－1 に示す。モーメントは波力から図 4－1 を参考に算

出する。 

表 4－1 波力により取水口に作用する荷重 

図 4－1 アンカーコンクリート上端部のモーメント算出概念図 

項目 区分
水平力

(kN)

基礎コンクリート

上端レベル

DL-18m

からの高さ(m)

モーメント

(kN・m)

Uデッキ 306.73 8.75 2683.84

メインスクリーン 167.86 7.00 1175.04

スクリーン 895.19 7.00 6266.32

ストラット 140.21 7.00 981.49

Lデッキ 349.61 5.25 1835.44

鉛直管 1745.21 2.50 4363.04

サイドポール 216.33 2.50 540.82

接続管 408.16 1.15 469.39

4229.30 18315.37

水平波力

（波力）

合計

(単位：mm) 
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4.2 地震により作用する荷重 

地震荷重については，Ｕデッキ及びＬデッキにおける震度が最大となるケース（ケ

ース③，Ｓｓ－Ｄ（＋＋））から抽出する。その際の抽出震度を表 4－2 に示す。 

抽出した震度におけるアンカーコンクリート上端に作用する水平力及びモーメント

を表 4－3 に示す。 

表 4－2 地震により取水口に作用する荷重 

注：赤枠で囲った地震動の抽出震度における水平力及びモーメントを使用。 

表 4－3 取水口に作用する地震荷重（ケース③，Ｓｓ－Ｄ（＋＋）） 

水平力(kN) モーメント(kN・m)

地震荷重 5980.90 37997.32 

4.3 まとめ 

表 4－4 に地震時の水平力及びモーメント並びに高波発生時の水平力及びモーメント

を示す。表 4－4 の結果より，高波発生時の荷重より地震荷重のほうが大きいことを確

認した。 

以上のことから，津波の影響により取水口の通水機能が損なわれることはない。 

表 4－4 各作用力により発生する水平力及びモーメント一覧 

水平力(kN) モーメント(kN・m)

波力による荷重 4229.30 18315.37 

地震による荷重 5980.90 37997.32 
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参考資料４ 岩盤の拘束効果について 

1. 概要

取水口は基部をアンカーコンクリートで固められた構造物であり，アンカーコンクリー

トは取水口を海底に固定する役割を持っている。ここでは，取水口の固定において，アン

カーコンクリート外側の岩盤の拘束効果を期待していないことについて確認する。

また，解析のモデル化において，岩盤の拘束効果を考慮し非線形ばねを設定しているた

め，岩盤の拘束効果を期待しないモデルを用いて現モデルの保守性を確認する。 

2. 検討方針

本文「3.2.5 構造物と地盤間のモデル化」のとおり，アンカーコンクリート側面と

地盤間では水平方向に圧縮力を伝え，引張力は伝えないようにするために水平方向非線

形ばねを設定している。岩盤の拘束効果を期待せずに取水口が固定されていることを確

認するため，非線形ばねを設定せずに，２次元地震応答解析を行い，取水口及びアンカ

ーコンクリートと岩盤の間に設定したジョイント要素に発生するせん断力とジョイン

ト要素に設定しているせん断強度を比較し，構造物が剥離していないことを確認する。

非線形ばねの設置概念図を図 2－1 に，ジョイント要素の設置概念図を図 2－2 に示す。 

なお，確認に用いる地震動は本文「3.7 地震応答解析結果」の取水口の耐震性に最

も影響を与えるＳｓ－Ｄ（＋＋）（解析ケース③）を使用する。 
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図 2－1 構造物と地盤間のモデル化概念図（東西断面） 

図 2－2 ジョイント要素の配置概念図 

剛ばり要素 

ジョイント要素 

せん断方向の滑り 

面直方向の剥離 

取水口 

（単位：m）
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3. ジョイント要素の確認結果

全時刻におけるジョイント要素に発生する最大せん断力と発生位置を図 3－1 に示す。

発生した最大せん断力はほとんどの要素で，ジョイント要素に設定しているせん断強度

以下であるため，取水口及びアンカーコンクリートと岩盤の間で剥離がおきておらず，

岩盤の拘束効果を期待しなくても取水口が固定されていることを確認した。 

図 3－1 ジョイント要素に発生する最大せん断力 

質点①

質点②

質点③

ジョイント要素

ジョイント要素番号１～２０

要素番号
最大せん断力

(N/mm2)

発生時刻

(s)

ジョイント要素

せん断強度
＊

(N/mm2)

1 0.66 19.29 0.56

2 0.28 9.95 0.56

3 0.23 9.10 0.56

4 0.17 23.65 0.56

5 0.17 23.65 0.56

6 0.12 23.65 0.56

7 0.11 23.65 0.56

8 0.12 8.55 0.56

9 0.12 8.91 0.56

10 0.14 8.91 0.56

11 0.14 19.29 0.56

12 0.16 9.95 0.56

13 0.19 9.10 0.56

14 0.31 23.65 0.56

15 0.31 23.65 0.56

16 0.29 23.65 0.56

17 0.31 23.65 0.56

18 0.31 8.55 0.56

19 0.31 8.91 0.56

20 0.67 8.91 0.56

注記＊：せん断強度は保守的に，粘着力のみの値とする
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4. 非線形ばねの影響

「3. ジョイント要素の確認結果」より，取水口が岩盤の拘束効果を期待していないこ

とが確認されたが，本文では，非線形ばねを設定したモデルにて耐震検討を行っている。

ここで，非線形ばねを設定したモデルが取水口にとって保守的であることを確認する。 

4.1 確認方針 

本文「3.2.4 構造物のモデル化」に記載の非線形ばねを設定したモデルと，「2. 

検討方針」に記載の非線形ばねを設定しないモデルを用いて２次元地震応答解析を実

施し，「3.7.1 時刻選定の考え方」に記載の５時刻に着目してＵデッキ及びＬデッキ

の震度を比較する。 

その際，使用する地震動は本文「3.7 地震応答解析結果」にて，算定される取水口

の耐震性に最も影響を及ぼす地震動であるＳｓ－Ｄ（＋＋）解析ケース③とする。 

表 4－1 非線形ばねの有無の解析ケース一覧 

解析条件 ケース名

非線形ばね有 解析ケースⅠ 

非線形ばね無 解析ケースⅡ 
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4.2 確認結果 

表 4－2 にそれぞれの解析ケースの選定時刻における最大震度発生時刻を示す。 

表 4－2 より，各解析ケースにおいて選定した最大時刻は同一であり，最大震度の比

較はどちらのケースにおいても 8.55 秒での比較を行う。 

表 4－3 に各ケースの 8.55 秒での震度一覧を示す。表 4－3 より，ケースⅠがＵデッ

キ及びＬデッキの震度が大きくなっていることから，非線形ばねをモデル化すること

は取水口の耐震性にとって保守的なモデルであることが確認された。 

 

表 4－2 解析ケース①～③における着目項目ごとに最大値が発生する時刻一覧表 

 最大値が発生する時刻 

水平相対変位

最大時刻

（ｓ） 

水平加速度最

大時刻（ｓ） 

水平加速度最

大時刻（ｓ） 

曲げモーメ

ント最大時

刻（ｓ） 

せん断応力

最大時刻

（ｓ） 

Ｕデッキ～アン

カーコンクリー

ト上端 

Ｕデッキ Ｌデッキ 

Ｌデッキ～ア

ンカーコンク

リート上端 

Ｌデッキ～ア

ンカーコンク

リート上端 

ケースⅠ 

（非線形ばね有） 
8.55 8.55 8.55 8.55 8.55 

ケースⅡ 

（非線形ばね無） 
8.55 8.55 8.55 8.55 8.55 

 

 

表 4－3 解析ケースⅠ及びⅡの震度一覧表 

 照査用震度 

Ｕデッキ 

（Ｅ.L.）-9.0 m 

Ｌデッキ 

（Ｅ.L.）-12.5 m 

解析ケース 

 

抽出時刻 

（sec） 

水平方向震度 

鉛直方向震

度 

水平方向震度 鉛直方向震度 

ケースⅠ 

（非線形ばね有） 
8.55 -1.88 -0.01 -1.58 -0.01 

ケースⅡ 

（非線形ばね無） 
8.55 -1.83 0.01 -1.55 0.01 
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5 まとめ 

「3.ジョイント要素の確認結果」より，取水口及びアンカーコンクリート側方の岩盤の

拘束効果を期待しなくても取水口が海底に固定されていることを確認した。 

また，「4.2 確認結果」より，非線形ばねをモデル化するモデルが取水口の耐震性に

与える影響について保守的なモデルであることを確認した。 
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参考資料５ 断面選定及び解析モデル作成の保守性について 

1. 概要

ここでは，解析モデル作成にあたり取水口２基の中心付近を代表地点として選定した

こと及び，解析モデル作成の保守性について確認する。 

2. 検討方針

取水口Ⅰ中心位置及び取水口Ⅱ中心位置における地盤状況をモデル化した１次元モデ

ルと，解析モデルの取水口中心位置における地盤状況をモデル化した１次元モデルに対

して，１次元波動論による地震応答解析を実施し，取水口下端の高さ（EL -22ｍ）で抽

出する加速度応答スペクトルを比較し，解析モデル作成の保守性を確認する。取水口周

辺の平面図を図 2－1 に，取水口中心部の速度層図を図 2－2 に示す。 

図 2－3 に１次元波動論による地震応答解析の概念図を示す。また，１次元波動論によ

る地震応答解析には解析コード「ＳＨＡＫＥ」及び「ｍｉｃｒｏＳＨＡＫＥ／３Ｄ」を

使用する。解析コードの検証及び妥当性確認の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラ

ム（解析コード）の概要」に示す。

比較ケース一覧を表 2－1 に示す。対象とする地震動は表 2－2 に示す入力地震動とす

る。 

図 2－1 取水口 平面図 

N 取水口Ⅰ 

取水口Ⅱ 

Ｂ 
Ｂ ’ 

Ｃ 

Ｃ ’ 
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（速度層図） 

図 2－2 取水口 速度層図（Ｂ－Ｂ ’断面及びＣ－Ｃ ’断面） 
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図 2－3 地震応答解析概念図 
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基準地震動
(2E0)
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(F1)
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▽EL-215m

取水口モデル
下端

▽EL -22m

地下構造モデル 構造物位置地盤モデル

入射波
(E1)

反射波
(F1’)

入射波
(E2)

一次元波動論による

応答計算（逆応答解
析）

一次元波動論による

応答計算（順応答解
析）

応答スペクトル図
(2E2)
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表 2－1 比較ケース一覧 

ケース名 備考 

ケースⅰ 取水口Ⅰの中心における地盤をモデル化 

ケースⅱ 取水口Ⅱの中心における地盤をモデル化 

ケースⅲ 解析モデルの取水口中心における地盤をモデル化 

表 2－2 対象地震動一覧 

解析ケース 
ケース①

基本ケース 

地盤物性 平均値 

地
震
動
（
位
相
）

Ｓｓ－Ｄ ○ 

Ｓｓ－Ｆ１ ○ 

Ｓｓ－Ｆ２ ○ 

Ｓｓ－Ｎ１ ○ 

Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ） ○ 

Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ） ○
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3. 評価結果

入力地震動ごとの，応答加速度図の比較を図 3－1～3－6 に示す。取水口の固有周期

帯である 0.05 秒～0.1 秒付近の応答加速度の比較結果より，ケースⅲの応答加速度が最

も大きくなることが確認された。 

（水平方向地震動） 

（鉛直方向地震動） 

図 3－1 応答加速度比較図（Ｓｓ－Ｄ） 
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（水平方向地震動） 

 

（鉛直方向地震動） 

図 3－2 応答加速度比較図（Ｓｓ－Ｆ1） 
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（水平方向地震動） 

（鉛直方向地震動） 

図 3－3 応答加速度比較図（Ｓｓ－Ｆ2） 
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（水平方向地震動） 

（鉛直方向地震動） 

図 3－4 応答加速度比較図（Ｓｓ－Ｎ1） 
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（水平方向地震動） 

（鉛直方向地震動） 

図 3－5 応答加速度比較図（Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）） 
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（水平方向地震動） 

（鉛直方向地震動） 

図 3－6 応答加速度比較図（Ｓｓ－Ｎ2（ＮＳ）） 
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4. まとめ

1 次元波動論による地震応答解析の結果より，取水口下端で抽出した応答加速度が，

取水口Ⅰ及び取水口Ⅱの位置と比較して解析モデルの取水口位置で最も大きくなること

から，取水口の解析モデルについては取水口周辺地盤の中で保守的なモデルであること

が確認された。 
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参考資料６ 動水圧の算定に用いる付加質量係数について 

1. はじめに

取水口は海中に没するため，地震応答解析及び応力解析において，動水圧を考慮して

いる。本資料では，動水圧の設定に際して用いた付加質量係数の算定方法について記載

する。 

2. 方針

海中に設置された構造物の動水圧の設定にあたっては，付加質量係数について記載さ

れた海洋建築物構造設計指針（固定式）・同解説（日本建築学会，1987）（以下「指

針」という。）及び清川他：全没水大型円筒構造物の地震時付加質量，第 29 回海岸工学

講演会論文集（1982）（以下「文献」という。）を参照した。 

指針及び文献より算定される付加質量係数を踏まえ，保守的となる値を設定する。 

3. 指針及び文献における付加質量係数の設定

3.1 指針における付加質量係数の設定 

指針において，動水圧を付加質量として評価する際には以下の式が用いられ，αが

付加質量係数に相当する。図 3－1 に動水圧算定における概念図を示す。 

なお，取水口の場合はα＝0.39 となる。 

Ｗ
Ａｔ

=αω
0
・Ⅴ

ここで，Ｗ
Ａｔ

：水平方向の付加重量（t）

α  :β√Ｚ／Ｈ
3

（付加質量係数に相当） 

ω
0

：海水の単位体積重量（t/m3） 

Ⅴ  ：排水容積（m3） 

β  ：形状による係数 

β=(1－Ｂ/4Ｈ)Ｂ/Ａ ， Ｂ/Ｈ≤2 

β=(0.7－Ｂ/10Ｈ)Ｂ/Ａ ， 2<Ｂ/Ｈ≤4 

β=0.3Ｂ/Ａ ， 4 < Ｂ/Ｈ 

Ａ：地動に平行な方向の建築物またはその部分の長さ（cm） 

Ｂ：地動に直交する方向の建築物またはその部分の幅（cm） 

Ｈ  ：建築物の設置位置における海底までの深さ（cm） 

Ｚ  ：建築物またはその部分の海底面からの深さ（cm） 
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図 3－1 動水圧算定における概念図（指針） 
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3.2 文献における付加質量係数の設定 

(1) 文献の適用性の確認

文献においては，構造物の形状及び振動数特性に応じた付加質量係数が提案されて

おり，他文献＊1や Byrd の実験＊2 とおおむね整合していることが確認されている。 

Byrd の実験にて用いた実験装置を図 3－2 に示す。海中に没し，かつ構造物幅Ｄに対

して構造物高さＨが小さい条件が取水口と類似しており，付加質量係数の設定におい

て Byrd の実験結果及びそれに整合する理論を参照することは妥当であるといえる。 

他文献及び Byrd の実験との比較を図 3－3 に示す。 

注記＊1：喜岡：大型海洋構造物に作用する地震時付加質量，第 28 回海岸工学講演会

論文集（1981） 

＊2：Byrd, R.C.：A laboratory study of the fluid-structure interaction of 

submerged tanks and caissons in earthquakes（1978） 

図 3－2 Byrd の実験にて用いた実験装置 

図 3－3 他文献及び Byrd の実験との比較 

←Byrd の実験 

←文献における提案 

←他文献における計算結果 
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(2) 文献における提案

図 3－4 に文献において提案された，付加質量係数Ｍ
̅̅ ̅

11
をＤ／Ｈの関数として示した

グラフを示す。この図より付加質量係数は，構造物が偏平なほど小さく，構造物が海

底面近くに深く没しているほど大きくなることがわかる。取水口において，Ｄ／Ｈは

2.1，没水深比ｑは 0.5 となるため，図 3－4 における付加質量係数Ｍ
̅̅ ̅

11
は 0.53 程度と

読み取れる。 

図 3－4 構造物の形状と付加質量係数の関係 

また，文献においての付加質量係数Ｍ
̅̅ ̅

11
と振動数の関係については，図 3－5 に示す

関係式を用いて，図 3－6 に実線で示されるｈ／Ｈ及びω
2
√ＤＨ／ｇの値に応じて付加

質量係数の値は異なるが，最大でも 0.6 程度となっている。 

なお，取水口のｈ／Ｈは 2.1，ω
2
√ＤＨ／ｇは 721.9 である。

図 3－5 付加質量係数と振動数特性の関係式（文献より抜粋） 
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注：破線は他文献より求められた，グリーン関数法によって求められた計算値 

図 3－6 付加質量係数の振動数特性 

Ｍ
̅̅ ̅

11
＝0.6 
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4. まとめ

「3. 指針及び文献における付加質量係数の設定」より，付加質量係数は保守的に 0.6

を設定する。 




